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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ソース領域、ドレイン領域、及びチャネル形成領域を有する酸化物半導体層と、
　前記酸化物半導体層上に設けられたゲート絶縁膜と、
　前記ゲート絶縁膜を介して前記チャネル形成領域と重なる領域を有するゲート電極と、
　前記ソース領域と接する領域を有するソース電極と、
　前記ドレイン領域と接する領域を有するドレイン電極と、を有し、
　前記ソース領域及び前記ドレイン領域は、前記チャネル形成領域よりも酸素濃度が高い
領域を有し、
　前記ソース領域または前記ドレイン領域から前記チャネル形成領域に対し、常温におい
て酸素が拡散されることを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　ソース領域、ドレイン領域、及びチャネル形成領域を有する酸化物半導体層と、
　前記酸化物半導体層上に設けられたゲート絶縁膜と、
　前記ゲート絶縁膜を介して前記チャネル形成領域と重なる領域を有するゲート電極と、
　前記ソース領域と接する領域を有するソース電極と、
　前記ドレイン領域と接する領域を有するドレイン電極と、を有し、
　前記ソース領域及び前記ドレイン領域は、前記チャネル形成領域よりも酸素濃度が高い
領域を有し、
　前記チャネル形成領域は、前記酸化物半導体層の表面の法線ベクトルと平行な方向にｃ
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軸が配向した結晶を含み、
　前記ソース領域または前記ドレイン領域から前記チャネル形成領域に対し、常温におい
て酸素が拡散されることを特徴とする半導体装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　前記ゲート絶縁膜及び前記ゲート電極上に設けられた、酸化アルミニウムを含む絶縁膜
を有することを特徴とする半導体装置。
【請求項４】
　前記チャネル形成領域下に前記チャネル形成領域に接する下地絶縁膜を有し、
　前記下地絶縁膜は酸素を含む絶縁膜からなることを特徴とする請求項１から３のいずれ
か１項に記載の半導体装置。　
【請求項５】
　前記ソース領域または前記ドレイン領域に不純物（酸素を除く。）が添加されているこ
とを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の半導体装置。　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、半導体装置、およびその作製方法に関する。
【０００２】
なお、本明細書中において半導体装置とは、半導体特性を利用することで機能しうる装置
全般を指し、電気光学装置、半導体回路および電子機器は全て半導体装置である。
【背景技術】
【０００３】
絶縁表面を有する基板上に形成された半導体薄膜を用いてトランジスタ（薄膜トランジス
タ（ＴＦＴ）ともいう）を構成する技術が注目されている。該トランジスタは集積回路（
ＩＣ）や画像表示装置（表示装置）のような電子デバイスに広く応用されている。トラン
ジスタに適用可能な半導体薄膜としてシリコン系半導体材料が広く知られているが、その
他の材料として酸化物半導体が注目されている。
【０００４】
例えば、トランジスタの活性層として、インジウム（Ｉｎ）、ガリウム（Ｇａ）、および
亜鉛（Ｚｎ）を含む非晶質酸化物半導体を用いたトランジスタが開示されている（特許文
献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－１６５５２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
酸化物半導体における酸素欠損や、不純物として含まれる水素はドナーとなることが知ら
れており、トランジスタのチャネル形成領域に酸化物半導体を用いる場合は、酸素欠損、
水素、および水分等の極力少ない酸化物半導体層を用いることが好ましい。しかしながら
、酸化物半導体層や該酸化物半導体層に接する絶縁膜などの脱水、脱水素化処理として行
う熱処理では、酸化物半導体層から酸素も同時に脱離してしまう。
【０００７】
酸化物半導体層からの酸素脱離はトランジスタの電気特性変動の要因となるため、酸化物
半導体層から脱離した酸素を補う必要がある。そのため、酸化物半導体層への酸素供給能
力の高い方法の開発が望まれている。
【０００８】
したがって、本発明の一態様は、トランジスタのチャネル形成領域への酸素供給能力が高
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く、電気特性の優れたトランジスタを提供することを目的の一つとする。また、該トラン
ジスタの作製方法を提供することを目的の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本明細書に開示する本発明の一態様は、ソース領域およびドレイン領域の酸素濃度が、チ
ャネル形成領域よりも高いトランジスタ、およびその作製方法に関する。
【００１０】
本明細書に開示する本発明の一態様は、絶縁表面上に形成された、ソース領域、ドレイン
領域、およびチャネル形成領域を有する酸化物半導体層と、酸化物半導体層上に形成され
たゲート絶縁膜と、ゲート絶縁膜上に形成され、チャネル形成領域と重畳するゲート電極
と、ソース領域と接するソース電極と、ドレイン領域と接するドレイン電極と、を有し、
ソース領域およびドレイン領域は、チャネル形成領域よりも酸素濃度が高い部位を有する
ことを特徴とする半導体装置である。
【００１１】
上記酸化物半導体層において、チャネル形成領域は、ｃ軸に配向した結晶を含み、ソース
領域およびドレイン領域における、チャネル形成領域よりも酸素濃度が高い部位は、非晶
質であることが好ましい。
【００１２】
また、ソース領域およびドレイン領域における、チャネル形成領域よりも酸素濃度が高い
部位には、酸化物半導体層の導電率を高める不純物が添加されていることが好ましい。
【００１３】
また、ゲート電極、ソース電極、およびドレイン電極の少なくとも一つは、上記酸化物半
導体層とは異なる禁制帯幅を持つ半導体層を有する半導体装置と電気的に接続されていて
もよい。
【００１４】
また、ゲート絶縁膜上およびゲート電極上には、酸化アルミニウムを含む絶縁膜が形成さ
れていることが好ましい。
【００１５】
また、本明細書に開示する本発明の他の一態様は、絶縁表面を有する基板を準備する工程
と、絶縁表面上に酸化物半導体層を形成する工程と、酸化物半導体層上にゲート絶縁膜を
形成する工程と、ゲート絶縁膜上に酸化物半導体層と重畳するようにゲート電極を形成す
る工程と、酸化物半導体層において、ゲート電極と重畳しない領域に酸素を添加する工程
と、酸化物半導体層において、ゲート電極と重畳しない領域に不純物を添加し、ソース領
域、ドレイン領域、およびチャネル形成領域を形成する工程と、ゲート絶縁膜、およびゲ
ート電極上に絶縁膜を形成する工程と、酸化物半導体層を加熱処理する工程と、ソース領
域と接するソース電極、およびドレイン領域と接するドレイン電極を形成する工程と、を
上記順序で行うことを特徴とする半導体装置の作製方法である。
【００１６】
また、本明細書に開示する本発明の他の一態様は、絶縁表面を有する基板を準備する工程
と、絶縁表面上に酸化物半導体層を形成する工程と、酸化物半導体層と接するソース電極
およびドレイン電極を形成する工程と、酸化物半導体層、ソース電極、およびドレイン電
極上にゲート絶縁膜を形成する工程と、ゲート絶縁膜上に酸化物半導体層と重畳するよう
にゲート電極を形成する工程と、酸化物半導体層において、ゲート電極、ソース電極、お
よびドレイン電極と重畳しない領域に酸素を添加する工程と、酸化物半導体層において、
ゲート電極、ソース電極、およびドレイン電極と重畳しない領域に不純物を添加し、ソー
ス領域、ドレイン領域、およびチャネル形成領域を形成する工程と、ゲート絶縁膜、およ
びゲート電極上に絶縁膜を形成する工程と、酸化物半導体層を加熱処理する工程と、を上
記順序で行うことを特徴とする半導体装置の作製方法である。
【００１７】
なお、上記二つの半導体装置の作製方法において、酸化物半導体層への不純物の添加は、
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酸化物半導体層への酸素の添加前、絶縁膜の形成後、または、酸化物半導体層の加熱処理
後であってもよい。
【００１８】
また、本明細書に開示する本発明の他の一態様は、絶縁表面を有する基板を準備する工程
と、絶縁表面上にソース電極およびドレイン電極を形成する工程と、ソース電極およびド
レイン電極と接する酸化物半導体層を形成する工程と、ソース電極、ドレイン電極、およ
び酸化物半導体層上にゲート絶縁膜を形成する工程と、ゲート絶縁膜上にソース電極、ド
レイン電極、および酸化物半導体層のそれぞれの一部と重畳するゲート電極を形成する工
程と、酸化物半導体層において、ゲート電極と重畳しない領域に酸素を添加する工程と、
ゲート絶縁膜、およびゲート電極上に絶縁膜を形成する工程と、酸化物半導体層を加熱処
理する工程と、を有することを特徴とする半導体装置の作製方法である。
【００１９】
上記半導体装置の作製方法において、絶縁膜は、酸化アルミニウムを含む絶縁膜であるこ
とが好ましい。
【発明の効果】
【００２０】
本発明の一態様を用いることにより、チャネル形成領域への酸素供給能力が高く、電気特
性の優れたトランジスタを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一態様の半導体装置を示す上面図および断面図。
【図２】本発明の一態様の半導体装置を示す上面図および断面図。
【図３】本発明の一態様の半導体装置を示す上面図および断面図。
【図４】本発明の一態様の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図５】本発明の一態様の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図６】本発明の一態様の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図７】半導体装置の一態様を示す断面図および回路図。
【図８】半導体装置の一態様を示す回路図および斜視図。
【図９】ＣＰＵの構成例を示すブロック図およびその一部の回路の構成例を示す図。
【図１０】電子機器を示す図。
【図１１】電子機器を示す図。
【図１２】電子機器を示す図。
【図１３】過剰酸素の移動の計算に用いたモデル図。
【図１４】図１３のモデル図の計算結果。
【図１５】酸素欠損の移動の計算に用いたモデル図。
【図１６】図１５のモデル図の計算結果。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下の説明に限定さ
れず、本発明の趣旨およびその範囲から逸脱することなくその形態および詳細を様々に変
更し得ることは当業者であれば容易に理解される。したがって、本発明は以下に示す実施
の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する発明の構成
において、同一部分または同様な機能を有する部分には同一の符号を異なる図面間で共通
して用い、その繰り返しの説明は省略することがある。
【００２３】
（実施の形態１）
本実施の形態では、本発明の一態様における半導体装置、およびその作製方法を説明する
。
【００２４】
図１（Ａ）は、本発明の一態様におけるトランジスタの上面図であり、図１（Ｂ）は、図
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１（Ａ）に示す線分Ａ１－Ａ２における断面図である。なお、図１（Ａ）では明瞭化のた
め、一部の構成要素を省いて図示してある。
【００２５】
図１（Ａ）、（Ｂ）に示すトランジスタ１９１は、基板１００上に形成された下地絶縁膜
１１０、該下地絶縁膜上に形成された酸化物半導体層１２０、該酸化物半導体層上に形成
されたゲート絶縁膜１３０、該ゲート絶縁膜上に形成されたゲート電極１４０、該ゲート
絶縁膜および該ゲート電極上に形成された保護膜１６０、該保護膜上に形成された平坦化
膜１７０、該保護膜および該平坦化膜に形成されたコンタクトホールを通じて該酸化物半
導体層と接するソース電極１５０ａ、ドレイン電極１５０ｂを有する。なお、保護膜１６
０および平坦化膜１７０は必要に応じて設ければよい。
【００２６】
また、図１（Ａ）、（Ｂ）は本発明の一態様に用いることのできる自己整合型のトップゲ
ート型トランジスタの一例を示すものであり、各構成要素の種類、形状、および位置関係
を限定するものではない。
【００２７】
また、トランジスタの「ソース」や「ドレイン」の機能は、異なる極性のトランジスタを
採用する場合や、回路動作において電流の方向が変化する場合などには入れ替わることが
ある。このため、本明細書においては、「ソース」や「ドレイン」の用語は、入れ替えて
用いることができるものとする。
【００２８】
基板１００は、単なる支持材料に限らず、他のトランジスタなどのデバイスが形成された
基板であってもよい。この場合、トランジスタ１９１のゲート電極１４０、ソース電極１
５０ａ、およびドレイン電極１５０ｂの少なくとも一つは、他のデバイスと電気的に接続
されていてもよい。
【００２９】
下地絶縁膜１１０は、基板１００からの不純物の拡散を防止する役割を有するほか、酸化
物半導体層１２０に酸素を供給する役割を担うことができるため、酸素を含む絶縁膜であ
ることが好ましい。また、上述のように基板１００が他のデバイスが形成された基板であ
る場合、下地絶縁膜１１０は、層間絶縁膜としての機能も有する。その場合は、表面が平
坦になるようにＣＭＰ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｐｏｌｉｓｈｉｎｇ
）法等で平坦化処理を行うことが好ましい。
【００３０】
酸化物半導体層１２０は島状に加工されており、ゲート絶縁膜１３０を介してゲート電極
１４０と重畳している。酸化物半導体層１２０において、ゲート電極１４０と重畳した領
域はチャネル形成領域１２０ａとなり、ゲート電極１４０と重畳しない領域はソース領域
またはドレイン領域１２０ｂとなる。
【００３１】
チャネル形成領域１２０ａは、ｃ軸に配向した結晶を含む酸化物半導体で形成する。ここ
で、ｃ軸に配向した結晶とは、結晶軸のｃ軸が膜の被形成面の法線ベクトルまたは表面の
法線ベクトルに平行な方向に揃った結晶のことをいう。
【００３２】
それに対し、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂは非晶質とする。非晶質であるソー
ス領域またはドレイン領域１２０ｂはゲッタリングサイトとなる欠陥等を多く含むため、
チャネル形成領域１２０ａ、下地絶縁膜１１０、およびゲート絶縁膜１３０に含まれる水
素や水分などをゲッタリングすることができる。また、非晶質であるソース領域またはド
レイン領域１２０ｂでは、トランジスタの製造工程や動作環境においてチャネル形成領域
１２０ａに混入しようとする水素や水分などをゲッタリングすることもできる。
【００３３】
ここで、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂは、チャネル形成領域１２０ａよりも多
くの酸素を含んで形成されている。このソース領域またはドレイン領域１２０ｂに含まれ
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る過剰の酸素をチャネル形成領域１２０ａに拡散させることで、トランジスタの作製工程
における加熱工程などで発生したチャネル形成領域１２０ａの酸素欠損などを補填するこ
とができる。また、トランジスタの長期動作や動作環境に起因して発生するチャネル形成
領域１２０ａの酸素欠損なども補填することもできる。
【００３４】
ｃ軸に配向した結晶を含む酸化物半導体で形成されたチャネル形成領域１２０ａは、横方
向（ｃ軸とは略垂直方向）に酸素原子が移動しやすい特徴を有するため、ソース領域また
はドレイン領域１２０ｂの方向から効率よくチャネル形成領域１２０ａに酸素を拡散させ
ることができる。なお、チャネル形成領域１２０ａは、化学量論組成よりも多くの酸素を
含む、酸素過剰な状態であることが好ましい。
【００３５】
また、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂには、酸化物半導体層の導電率を高める不
純物が添加されていることが好ましい。該不純物には、例えば、リン（Ｐ）、砒素（Ａｓ
）、アンチモン（Ｓｂ）、ホウ素（Ｂ）、アルミニウム（Ａｌ）、窒素（Ｎ）、アルゴン
（Ａｒ）、ヘリウム（Ｈｅ）、ネオン（Ｎｅ）、インジウム（Ｉｎ）、フッ素（Ｆ）、塩
素（Ｃｌ）、チタン（Ｔｉ）、亜鉛（Ｚｎ）、炭素（Ｃ）のいずれかから選択される一つ
以上を用いることができる。
【００３６】
ゲート絶縁膜１３０およびゲート電極１４０上には、保護膜１６０として酸化アルミニウ
ムを含む絶縁膜が形成されていることが好ましい。酸化アルミニウム膜は、水素、水分な
どの不純物、および酸素の両方に対して膜を透過させない遮断効果（ブロック効果）が高
い。したがって、酸化アルミニウム膜は、作製工程中および作製後において、トランジス
タの電気特性の変動要因となる水素、水分などの不純物の酸化物半導体層１２０への混入
、および酸化物半導体層１２０を構成する主成分材料である酸素の酸化物半導体層からの
放出を防止する保護膜として用いることに適している。なお、ゲート絶縁膜１３０および
ゲート電極１４０と、保護膜１６０との間に他の絶縁膜が形成されていてもよい。
【００３７】
なお、本発明の一態様に用いることのできるトランジスタは、図２（Ａ）、（Ｂ）に示す
構造であってもよい。
【００３８】
図２（Ａ）は、トランジスタの上面図であり、図２（Ｂ）は、図２（Ａ）に示す線分Ｂ１
－Ｂ２における断面図である。なお、図２（Ａ）では明瞭化のため、一部の構成要素を省
いて図示してある。
【００３９】
図２（Ａ）、（Ｂ）に示すトランジスタ１９２は、基板１００上に形成された下地絶縁膜
１１０、該下地絶縁膜上に形成された酸化物半導体層１２０、該酸化物半導体層に接して
形成されたソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂ、該酸化物半導体層、該ソー
ス電極および該ドレイン電極上に形成されたゲート絶縁膜１３０、該ゲート絶縁膜上に形
成されたゲート電極１４０、該ゲート絶縁膜および該ゲート電極上に形成された保護膜１
６０、該保護膜上に形成された平坦化膜１７０を有する。なお、保護膜１６０および平坦
化膜１７０は必要に応じて設ければよい。
【００４０】
トランジスタ１９２は、ソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂの位置がトラン
ジスタ１９１とは異なる。またそれに伴い、酸化物半導体層１２０にはチャネル形成領域
１２０ａ、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂに加え、領域１２０ｃが形成される。
【００４１】
ソース領域またはドレイン領域１２０ｂは、ゲート電極１４０を形成後に酸素や、導電率
を高める不純物をイオン注入法等で添加することにより形成する。トランジスタ１９１で
は、ゲート電極１４０がマスクとなり、酸化物半導体層１２０のゲート電極１４０と重畳
しない領域には全て酸素や、導電率を高める不純物が添加され、ソース領域またはドレイ
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ン領域１２０ｂが形成される。一方、トランジスタ１９２では、ソース電極１５０ａおよ
びドレイン電極１５０ｂもマスクとなるため、酸化物半導体層１２０には領域１２０ｃが
形成される。
【００４２】
領域１２０ｃは、チャネル形成領域１２０ａと同様に導電率を高める不純物が添加されな
い領域であるが、ソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂである金属材料が接す
る領域であり、その抵抗は無視することができる。したがって、領域１２０ｃはソース領
域またはドレイン領域の一部であるということができる。
【００４３】
また、本発明の一態様に用いることのできるトランジスタは、図３（Ａ）、（Ｂ）に示す
構造であってもよい。
【００４４】
図３（Ａ）は、トランジスタの上面図であり、図３（Ｂ）は、図３（Ａ）に示す線分Ｃ１
－Ｃ２における断面図である。なお、図３（Ａ）では明瞭化のため、一部の構成要素を省
いて図示してある。
【００４５】
図３（Ａ）、（Ｂ）に示すトランジスタ１９３は、基板１００上に形成された下地絶縁膜
１１０、該下地絶縁膜上に形成されたソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂ、
該ソース電極およびドレイン電極に接して形成された酸化物半導体層１２０、該ソース電
極、ドレイン電極および酸化物半導体層１２０上に形成されたゲート絶縁膜１３０、該ゲ
ート絶縁膜上に形成されたゲート電極１４０、該ゲート絶縁膜および該ゲート電極上に形
成された保護膜１６０、該保護膜上に形成された平坦化膜１７０を有する。なお、保護膜
１６０および平坦化膜１７０は必要に応じて設ければよい。
【００４６】
トランジスタ１９３は、トランジスタ１９１およびトランジスタ１９２とは異なり、ソー
ス電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂの一部とゲート電極１４０の一部とが重畳す
る構造である。したがって、チャネル形成領域１２０ａと、ソース電極１５０ａまたはド
レイン電極１５０ｂとが接した状態となるため、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂ
に不純物を添加して低抵抗化する工程を省くこともできる。
【００４７】
次に、図１（Ａ）、（Ｂ）に示すトランジスタ１９１の作製方法について、図４を用いて
説明する。
【００４８】
まず、基板１００上に下地絶縁膜１１０を形成する。基板１００の材料は限定されず、後
の加熱工程などに耐えうる材質であればよい。例えば、ガラス基板などの絶縁基板やシリ
コンウェハーなどの半導体基板などを用いることができる。また、前述したように、他の
デバイスが形成された基板であってもよい。
【００４９】
下地絶縁膜１１０は、プラズマＣＶＤ法またはスパッタ法等により、酸化シリコン、酸化
窒化シリコン、酸化アルミニウム、酸化窒化アルミニウム、酸化ハフニウム、酸化ガリウ
ムなどの酸化物絶縁膜、窒化シリコン、窒化酸化シリコン、窒化アルミニウム、窒化酸化
アルミニウムなどの窒化物絶縁膜、またはこれらの混合材料を用いて形成することができ
る。また、上記材料の積層であってもよく、少なくとも酸化物半導体層１２０と接する上
層は、酸化物半導体層１２０への酸素の供給源となりえる酸素を含む材料で形成すること
が好ましい。
【００５０】
次に、下地絶縁膜１１０上に酸化物半導体膜を成膜し、フォトリソグラフィ法およびエッ
チング法を用いて島状に加工して酸化物半導体層１２０を形成する（図４（Ａ）参照）。
【００５１】
酸化物半導体膜は成膜後に、該酸化物半導体膜に含まれる過剰な水素（水や水酸基を含む
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）を低減または除去（脱水化または脱水素化）するための熱処理を行うことが好ましい。
熱処理の温度は、３００℃以上７００℃以下、または基板にガラス基板などを用いている
場合は、基板の歪み点未満とする。熱処理は、減圧下、窒素や希ガスなどの不活性雰囲気
下、または酸素を含む雰囲気下で行うことが好ましい。
【００５２】
この熱処理によって、ｎ型の導電性を付与する不純物である水素を酸化物半導体膜から低
減または除去することができる。また、下地絶縁膜１１０として酸素を含む絶縁層を適用
した場合、この熱処理によって下地絶縁膜１１０に含まれる酸素が酸化物半導体膜へと供
給されうる。酸素を下地絶縁膜１１０から供給することによって、脱水化または脱水素化
処理によって増加した酸化物半導体膜の酸素欠損を補填することが可能である。
【００５３】
なお、脱水化または脱水素化のための熱処理は、島状の酸化物半導体層１２０の形成後に
行ってもよい。また、トランジスタの作製工程の他の加熱処理と兼ねてもよい。
【００５４】
上記熱処理においては、窒素、またはヘリウム、ネオン、アルゴン等の希ガス、酸素等に
、水分、水素などが含まれないことが好ましい。または、上記ガスの純度を、６Ｎ（９９
．９９９９％）以上好ましくは７Ｎ（９９．９９９９９％）以上（即ち不純物濃度を１ｐ
ｐｍ以下、好ましくは０．１ｐｐｍ以下）とすることが好ましい。
【００５５】
また、熱処理で酸化物半導体膜を加熱した後、加熱温度を維持、またはその加熱温度から
徐冷しながら同じ炉に高純度の酸素ガス、高純度の一酸化二窒素ガス、または超乾燥エア
（ＣＲＤＳ（キャビティリングダウンレーザー分光法）方式の露点計を用いて測定した場
合の水分量が２０ｐｐｍ（露点換算で－５５℃）以下、好ましくは１ｐｐｍ以下、より好
ましくは１０ｐｐｂ以下の空気）を導入してもよい。酸素ガスまたは一酸化二窒素ガスに
、水、水素などが含まれないことが好ましい。または、熱処理装置に導入する酸素ガスま
たは一酸化二窒素ガスの純度を、６Ｎ以上好ましくは７Ｎ以上（即ち、酸素ガスまたは一
酸化二窒素ガス中の不純物濃度を１ｐｐｍ以下、好ましくは０．１ｐｐｍ以下）とするこ
とが好ましい。酸素ガスまたは一酸化二窒素ガスの作用により、脱水化または脱水素化処
理による不純物の排除工程によって増加した酸素欠損を補填するため酸素を供給すること
によって、酸化物半導体膜を高純度化およびｉ型（真性）化することができる。
【００５６】
また、イオン注入法、イオンドーピング法、プラズマイマージョンイオンインプランテー
ション法、プラズマ処理法などによって、酸化物半導体膜に酸素を供給する方法を用いて
もよい。この場合は、酸化物半導体膜に直接酸素を供給する他、後に形成されるゲート絶
縁膜１３０を介して酸素を供給してもよい。
【００５７】
酸化物半導体膜への酸素の導入は、脱水化または脱水素化処理を行った後であれば工程順
は限定されない。また、上記脱水化または脱水素化処理を行った酸化物半導体膜への酸素
の導入は複数回行ってもよい。
【００５８】
酸化物半導体膜は、非晶質であってもよいし、結晶成分を有していてもよい。非晶質の酸
化物半導体膜を用いる場合には、後の作製工程において、酸化物半導体膜に熱処理を行う
ことによって、結晶性酸化物半導体膜としてもよい。非晶質酸化物半導体膜を結晶化させ
る熱処理の温度は、２５０℃以上７００℃以下、好ましくは、４００℃以上、より好まし
くは５００℃以上、さらに好ましくは５５０℃以上とする。なお、当該熱処理は、作製工
程における他の熱処理を兼ねることも可能である。
【００５９】
酸化物半導体膜の成膜方法は、スパッタ法、ＭＢＥ（Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｂｅａｍ　Ｅ
ｐｉｔａｘｙ）法、ＣＶＤ法、パルスレーザ堆積法、ＡＬＤ（Ａｔｏｍｉｃ　Ｌａｙｅｒ
　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法等を適宜用いることができる。また、酸化物半導体膜は、ス
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パッタターゲット表面に対し、略垂直に複数の基板表面がセットされた状態で成膜を行う
スパッタ装置を用いて成膜してもよい。
【００６０】
酸化物半導体膜を成膜する際、できる限り酸化物半導体膜に含まれる水素濃度を低減させ
ることが好ましい。水素濃度を低減させるには、例えば、スパッタ法を用いて成膜を行う
場合には、スパッタ装置の成膜室内に供給する雰囲気ガスとして、水素、水、水酸基また
は水素化物などの不純物が除去された高純度の希ガス（代表的にはアルゴン）、酸素、お
よび希ガスと酸素との混合ガスを適宜用いる。
【００６１】
また、成膜室内の残留水分を除去しつつ水素および水分が除去されたスパッタガスを導入
して成膜を行うことで、成膜された酸化物半導体膜の水素濃度を低減させることができる
。成膜室内の残留水分を除去するためには、吸着型の真空ポンプ、例えば、クライオポン
プ、イオンポンプ、チタンサブリメーションポンプを用いることが好ましい。また、ター
ボ分子ポンプにコールドトラップを加えたものであってもよい。クライオポンプは、例え
ば、水素分子、水（Ｈ２Ｏ）など水素原子を含む化合物（より好ましくは炭素原子を含む
化合物も）等の排気能力が高いため、クライオポンプを用いて排気した成膜室で成膜した
酸化物半導体膜に含まれる不純物の濃度を低減できる。
【００６２】
また、酸化物半導体膜をスパッタ法で成膜する場合、成膜に用いる金属酸化物ターゲット
の相対密度（充填率）は９０％以上、好ましくは９５％以上とする。相対密度の高い金属
酸化物ターゲットを用いることにより、緻密な酸化物半導体膜を成膜することができる。
【００６３】
また、基板を高温に保持した状態で酸化物半導体膜を形成することも、酸化物半導体膜中
に含まれうる不純物濃度を低減するのに有効である。基板を加熱する温度としては、１５
０℃以上４５０℃以下とすればよく、好ましくは基板温度が２００℃以上３５０℃以下と
すればよい。また、成膜時に基板を高温で加熱することで、結晶性酸化物半導体層を形成
することができる。
【００６４】
上記酸化物半導体膜に用いる酸化物半導体としては、少なくともインジウム（Ｉｎ）ある
いは亜鉛（Ｚｎ）を含むことが好ましい。特にＩｎとＺｎの双方を含むことが好ましい。
また、該酸化物半導体を用いたトランジスタの電気特性のばらつきを減らすためのスタビ
ライザーとして、それらに加えてガリウム（Ｇａ）を有することが好ましい。また、スタ
ビライザーとしてスズ（Ｓｎ）を有することが好ましい。また、スタビライザーとしてハ
フニウム（Ｈｆ）を有することが好ましい。また、スタビライザーとしてアルミニウム（
Ａｌ）を有することが好ましい。また、スタビライザーとしてジルコニウム（Ｚｒ）を有
することが好ましい。
【００６５】
また、他のスタビライザーとして、ランタノイドである、ランタン（Ｌａ）、セリウム（
Ｃｅ）、プラセオジム（Ｐｒ）、ネオジム（Ｎｄ）、サマリウム（Ｓｍ）、ユウロピウム
（Ｅｕ）、ガドリニウム（Ｇｄ）、テルビウム（Ｔｂ）、ジスプロシウム（Ｄｙ）、ホル
ミウム（Ｈｏ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、イッテルビウム（Ｙｂ）、ル
テチウム（Ｌｕ）のいずれか一種あるいは複数種を有してもよい。
【００６６】
例えば、酸化物半導体として、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛、Ｉｎ－Ｚｎ系酸化
物、Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｚｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｓｎ－Ｍｇ系酸化
物、Ｉｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｇａ系酸化物、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物（ＩＧＺＯと
も表記する）、Ｉｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｇａ－Ｚ
ｎ系酸化物、Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｚｎ
系酸化物、Ｉｎ－Ｌａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｃｅ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｐｒ－Ｚｎ系
酸化物、Ｉｎ－Ｎｄ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｅｕ－Ｚｎ系酸



(10) JP 6134537 B2 2017.5.24

10

20

30

40

50

化物、Ｉｎ－Ｇｄ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｄｙ－Ｚｎ系酸化
物、Ｉｎ－Ｈｏ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｅｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｍ－Ｚｎ系酸化物
、Ｉｎ－Ｙｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｌｕ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸
化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ
－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ａｌ－Ｚｎ系酸
化物を用いることができる。
【００６７】
なお、ここで、例えば、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物とは、ＩｎとＧａとＺｎを主成分とし
て有する酸化物という意味であり、ＩｎとＧａとＺｎの比率は問わない。また、ＩｎとＧ
ａとＺｎ以外の金属元素が入っていてもよい。
【００６８】
また、酸化物半導体として、ＩｎＭＯ３（ＺｎＯ）ｍ（ｍ＞０、且つ、ｍは整数でない）
で表記される材料を用いてもよい。なお、Ｍは、Ｇａ、Ｆｅ、ＭｎおよびＣｏから選ばれ
た一の金属元素または複数の金属元素を示す。また、酸化物半導体として、Ｉｎ２ＳｎＯ

５（ＺｎＯ）ｎ（ｎ＞０、且つ、ｎは整数）で表記される材料を用いてもよい。
【００６９】
なお、酸化物半導体膜の成膜には、スパッタ法を用いることが好ましい。スパッタ法とし
ては、ＲＦスパッタ法、ＤＣスパッタ法、ＡＣスパッタ法等を用いることができる。特に
、成膜時に発生するゴミを低減でき、かつ膜厚分布も均一とすることからＤＣスパッタ法
を用いることが好ましい。
【００７０】
例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１（＝１／３：１／３：１／３）、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚ
ｎ＝２：２：１（＝２／５：２／５：１／５）、あるいはＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２
（＝１／２：１／６：１／３）の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物やその組成の近傍
の酸化物を用いることができる。あるいは、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝１：１：１（＝１／３：
１／３：１／３）、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：３（＝１／３：１／６：１／２）あるい
はＩｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：５（＝１／４：１／８：５／８）の原子数比のＩｎ－Ｓｎ
－Ｚｎ系酸化物やその組成の近傍の酸化物を用いるとよい。
【００７１】
しかし、これらに限られず、必要とする半導体特性（移動度、しきい値、ばらつき等）に
応じて適切な組成のものを用いればよい。また、必要とする半導体特性を得るために、キ
ャリア濃度や不純物濃度、欠陥密度、金属元素と酸素の原子数比、原子間距離、密度等を
適切なものとすることが好ましい。
【００７２】
例えば、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物では比較的容易に高い移動度が得られる。しかしなが
ら、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物でも、バルク内欠陥密度を低くすることにより移動度を上
げることができる。
【００７３】
なお、例えば、Ｉｎ、Ｇａ、Ｚｎの原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝ａ：ｂ：ｃ（ａ＋ｂ＋
ｃ＝１）である酸化物の組成が、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝Ａ：Ｂ：Ｃ（Ａ＋Ｂ＋Ｃ
＝１）の酸化物の組成の近傍であるとは、ａ、ｂ、ｃが、（ａ－Ａ）２＋（ｂ－Ｂ）２＋
（ｃ－Ｃ）２≦ｒ２を満たすことをいい、ｒは、例えば、０．０５とすればよい。他の酸
化物でも同様である。
【００７４】
また酸化物半導体膜を成膜する際に用いるスパッタガスは、水素、水、水酸基または水素
化物などの不純物が除去された高純度ガスを用いることが好ましい。
【００７５】
また、初期の酸化物半導体層１２０は、単結晶、多結晶（ポリクリスタルともいう。）ま
たは非晶質などの状態を有する膜を用いることができる。好ましくは、酸化物半導体層は
、ＣＡＡＣ－ＯＳ（Ｃ　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄ
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ｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）膜とすることが好ましい。
【００７６】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜で構成された酸化物半導体膜は、スパッタ法によっても作製することが
できる。スパッタ法によってＣＡＡＣ－ＯＳ膜を得るには酸化物半導体膜の堆積初期段階
において六方晶の結晶が形成されるようにすることと、当該結晶を種として結晶が成長さ
れるようにすることが肝要である。そのためには、ターゲットと基板の距離を広くとり（
例えば、１５０ｍｍ～２００ｍｍ程度）、基板加熱温度を１００℃～５００℃、好適には
２００℃～４００℃、さらに好適には２５０℃～３００℃にすると好ましい。また、これ
に加えて、成膜時の基板加熱温度よりも高い温度で、堆積された酸化物半導体膜を熱処理
することで膜中に含まれるミクロな欠陥や、積層界面の欠陥を修復することができる。
【００７７】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、完全な単結晶ではなく、完全な非晶質でもない。ＣＡＡＣ－ＯＳ膜
は、非晶質相に結晶部および非晶質部を有する結晶－非晶質混相構造の酸化物半導体膜で
ある。なお、当該結晶部は、一辺が１００ｎｍ未満の立方体内に収まる大きさであること
が多い。また、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）による観察像では、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる非晶質部と
結晶部との境界は明確ではない。また、ＴＥＭによってＣＡＡＣ－ＯＳ膜には粒界（グレ
インバウンダリーともいう）は確認できない。そのため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、粒界に起
因する電子移動度の低下が抑制される。
【００７８】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、ｃ軸がＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベクト
ルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃い、かつａｂ面に垂直な方向から見て三角
形状または六角形状の原子配列を有し、ｃ軸に垂直な方向から見て金属原子が層状または
金属原子と酸素原子とが層状に配列している。なお、異なる結晶部間で、それぞれａ軸お
よびｂ軸の向きが異なっていてもよい。本明細書において、単に垂直と記載する場合、８
５°以上９５°以下の範囲も含まれることとする。また、単に平行と記載する場合、－５
°以上５°以下の範囲も含まれることとする。
【００７９】
なお、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜において、結晶部の分布が一様でなくてもよい。例えば、ＣＡＡ
Ｃ－ＯＳ膜の形成過程において、酸化物半導体膜の表面側から結晶成長させる場合、被形
成面の近傍に対し表面の近傍では結晶部の占める割合が高くなることがある。また、ＣＡ
ＡＣ－ＯＳ膜へ不純物を添加することにより、当該不純物添加領域において結晶部が非晶
質化することもある。
【００８０】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベクト
ルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃うため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の形状（被形成
面の断面形状または表面の断面形状）によっては互いに異なる方向を向くことがある。な
お、結晶部のｃ軸の方向は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜が形成されたときの被形成面の法線ベクト
ルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向となる。結晶部は、成膜することにより、また
は成膜後に加熱処理などの結晶化処理を行うことにより形成される。
【００８１】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を用いたトランジスタは、可視光や紫外光の照射による電気特性の変動
が小さい。よって、当該トランジスタは、信頼性が高い。
【００８２】
また、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を成膜するために、以下の条件を適用することが好ましい。
【００８３】
成膜時の不純物混入を低減することで、不純物によって結晶状態が崩れることを抑制でき
る。例えば、成膜室内に存在する不純物（水素、水、二酸化炭素および窒素など）を低減
すればよい。また、成膜ガス中の不純物を低減すればよい。具体的には、露点が－８０℃
以下、好ましくは－１００℃以下である成膜ガスを用いる。



(12) JP 6134537 B2 2017.5.24

10

20

30

40

50

【００８４】
また、成膜時の基板加熱温度を高めることで、基板到達後にスパッタ粒子のマイグレーシ
ョンが起こる。具体的には、基板加熱温度を１００℃以上７４０℃以下、好ましくは２０
０℃以上５００℃以下として成膜する。成膜時の基板加熱温度を高めることで、平板状の
スパッタ粒子が基板に到達した場合、基板上でマイグレーションが起こり、スパッタ粒子
の平らな面が基板に付着する。
【００８５】
また、成膜ガス中の酸素割合を高め、電力を最適化することで成膜時のプラズマダメージ
を軽減すると好ましい。成膜ガス中の酸素割合は、３０体積％以上、好ましくは１００体
積％とする。
【００８６】
また、酸化物半導体層１２０は、複数の酸化物半導体層が積層された構造でもよい。例え
ば、酸化物半導体層１２０を第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の積層として
、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層に、異なる組成の金属酸化物を用いても
よい。
【００８７】
また、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の構成元素を同一とし、両者の組成
を異ならせてもよい。例えば、第１の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１
：１：１とし、第２の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２として
もよい。また、第１の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：３：２とし、
第２の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝２：１：３としてもよい。
【００８８】
この時、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層のうち、ゲート電極に近い側（チ
ャネル側）の酸化物半導体層のＩｎとＧａの含有率をＩｎ＞Ｇａとするとよい。またゲー
ト電極から遠い側（バックチャネル側）の酸化物半導体層のＩｎとＧａの含有率をＩｎ≦
Ｇａ（Ｇａの含有率はＩｎの含有率以上）とするとよい。
【００８９】
酸化物半導体では主として重金属のｓ軌道がキャリア伝導に寄与しており、Ｉｎの含有率
を多くすることによりｓ軌道のオーバーラップが多くなる傾向があるため、Ｉｎ＞Ｇａの
組成となる酸化物はＩｎ≦Ｇａの組成となる酸化物と比較して高い移動度を備える。また
、ＧａはＩｎと比較して酸素欠損の形成エネルギーが大きく酸素欠損が生じにくいため、
Ｉｎ≦Ｇａの組成となる酸化物はＩｎ＞Ｇａの組成となる酸化物と比較して安定した特性
を備える。
【００９０】
チャネル側にＩｎ＞Ｇａの組成となる酸化物半導体を適用し、バックチャネル側にＩｎ≦
Ｇａの組成となる酸化物半導体を適用することで、トランジスタの移動度および信頼性を
さらに高めることが可能となる。
【００９１】
また、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層に、結晶性の異なる酸化物半導体を
適用してもよい。すなわち、単結晶酸化物半導体膜、多結晶酸化物半導体膜、非晶質酸化
物半導体膜、またはＣＡＡＣ－ＯＳ膜を適宜組み合わせた構成としてもよい。また、第１
の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の少なくともどちらか一方に非晶質酸化物半導
体膜を適用すると、酸化物半導体層１２０の内部応力や外部からの応力を緩和し、トラン
ジスタの特性ばらつきが低減され、また、トランジスタの信頼性をさらに高めることが可
能となる。
【００９２】
一方で、非晶質酸化物半導体膜は水素などのドナーとなる不純物を吸収しやすく、また、
酸素欠損が生じやすいためｎ型化されやすい。このため、チャネル側の酸化物半導体層は
、ＣＡＡＣ－ＯＳなどの結晶性を有する酸化物半導体を適用することが好ましい。
【００９３】
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また、酸化物半導体層１２０を３層以上の積層構造とし、複数層の結晶性を有する酸化物
半導体層で非晶質酸化物半導体層を挟む構造としてもよい。また、結晶性を有する酸化物
半導体層と非晶質酸化物半導体層を交互に積層する構造としてもよい。
【００９４】
また、酸化物半導体層１２０を複数層の積層構造とする場合の上記構成は、それぞれを適
宜組み合わせて用いることができる。
【００９５】
また、酸化物半導体層１２０を複数層の積層構造とし、各酸化物半導体層の形成後に酸素
を導入してもよい。酸素の導入は、酸素雰囲気下による熱処理や、イオン注入法、イオン
ドーピング法、プラズマイマージョンイオンインプランテーション法、酸素を含む雰囲気
下で行うプラズマ処理などを用いることができる。
【００９６】
各酸化物半導体層の形成毎に酸素を導入することで、酸化物半導体内の酸素欠損を低減す
る効果を高めることができる。
【００９７】
本実施の形態においては、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を初期の酸化物半導体層１２０に用いる例と
して説明する。
【００９８】
次に、酸化物半導体層１２０上にゲート絶縁膜１３０をプラズマＣＶＤ法またはスパッタ
法等により形成する。ゲート絶縁膜１３０には、酸化シリコン膜、酸化ガリウム膜、酸化
アルミニウム膜、窒化シリコン膜、酸化窒化シリコン膜、酸化窒化アルミニウム膜、また
は窒化酸化シリコン膜を用いることができる。
【００９９】
また、ゲート絶縁膜１３０の材料として酸化ハフニウム、酸化イットリウム、ハフニウム
シリケート（ＨｆＳｉｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、窒素が添加されたハフニウムシリケ
ート、ハフニウムアルミネート（ＨｆＡｌｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、酸化ランタンな
どのｈｉｇｈ－ｋ材料を用いることでゲートリーク電流を低減することができる。また、
ゲート絶縁膜１３０は、上記材料の単層構造に限らず、積層構造であってもよい。
【０１００】
なお、ゲート絶縁膜１３０は、酸化物半導体層１２０と接する絶縁膜であるため、酸素を
含む絶縁膜とすることが好ましく、可能な限り水、水素などの不純物が含まれないことが
好ましい。しかしながら、プラズマＣＶＤ法では原料ガスに水素が含まれるため、スパッ
タ法と比較して膜中の水素濃度を低減させることが困難である。したがって、プラズマＣ
ＶＤ法でゲート絶縁膜１３０を形成する場合は、成膜後に水素の低減、または除去を目的
とした熱処理（脱水化または脱水素化処理）を行うことが好ましい。
【０１０１】
熱処理の温度は、２５０℃以上６５０℃以下、好ましくは４５０℃以上６００℃以下、ま
たはガラス基板を用いている場合は、ガラス基板の歪み点未満とする。例えば、加熱処理
装置の一つである電気炉に基板を導入し、ゲート絶縁膜１３０に対して真空（減圧）雰囲
気下６５０℃において１時間の加熱処理を行う。
【０１０２】
なお、熱処理装置は電気炉に限られず、抵抗発熱体などの発熱体からの熱伝導または熱輻
射によって、被処理物を加熱する装置を用いてもよい。例えば、ＧＲＴＡ（Ｇａｓ　Ｒａ
ｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）装置、ＬＲＴＡ（Ｌａｍｐ　Ｒａｐｉｄ　Ｔｈ
ｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）装置等のＲＴＡ（Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａ
ｌ）装置を用いることができる。ＬＲＴＡ装置は、ハロゲンランプ、メタルハライドラン
プ、キセノンアークランプ、カーボンアークランプ、高圧ナトリウムランプ、高圧水銀ラ
ンプなどのランプから発する光（電磁波）の輻射により、被処理物を加熱する装置である
。ＧＲＴＡ装置は、高温のガスを用いて熱処理を行う装置である。高温のガスには、アル
ゴンなどの希ガス、または窒素のような、熱処理によって被処理物と反応しない不活性気
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体が用いられる。なお、熱処理装置としてＧＲＴＡ装置を用いる場合には、その処理時間
が短いため、６５０℃～７００℃の高温に加熱した不活性ガス中で基板を加熱してもよい
。
【０１０３】
熱処理は、窒素、酸素、超乾燥空気（水の含有量が２０ｐｐｍ以下、好ましくは１ｐｐｍ
以下、好ましくは１０ｐｐｂ以下の空気）、または希ガス（アルゴン、ヘリウムなど）の
雰囲気下で行えばよいが、上記窒素、酸素、超乾燥空気、または希ガス等の雰囲気に水、
水素などが含まれないことが好ましい。また、加熱処理装置に導入する窒素、酸素、また
は希ガスの純度を、６Ｎ（９９．９９９９％）以上好ましくは７Ｎ（９９．９９９９９％
）以上（即ち不純物濃度を１ｐｐｍ以下、好ましくは０．１ｐｐｍ以下）とすることが好
ましい。
【０１０４】
熱処理によって、ゲート絶縁膜１３０の脱水化または脱水素化を行うことができ、トラン
ジスタの特性変動を引き起こす水素、または水などの不純物が排除されたゲート絶縁膜１
３０を形成することができる。
【０１０５】
脱水化または脱水素化処理を行う熱処理においては、ゲート絶縁膜１３０表面は水素また
は水分等の放出を妨害するような状態（例えば、水素または水分等を通過させない膜など
を設けるなど）とせず、ゲート絶縁膜１３０は表面を露出した状態とすることが好ましい
。
【０１０６】
また、脱水化または脱水素化のための熱処理は、複数回行ってもよく、他の熱処理と兼ね
てもよい。
【０１０７】
また、脱水化または脱水素化されたゲート絶縁膜１３０に対して加酸素化処理を行っても
よい。例えば、イオン注入法、イオンドーピング法、プラズマイマージョンイオンインプ
ランテーション法、プラズマ処理法などによって、ゲート絶縁膜１３０に酸素を供給する
ことができる。この処理において、同時に酸化物半導体層１２０に酸素を供給してもよい
。
【０１０８】
次に、ゲート絶縁膜１３０上にスパッタ法等で導電膜を形成し、フォトリソグラフィ法お
よびエッチング法を用いて、ゲート電極１４０を形成する（図４（Ｂ）参照）。
【０１０９】
ゲート電極１４０となる導電膜には、モリブデン、チタン、タンタル、タングステン、ア
ルミニウム、銅、クロム、ネオジム、スカンジウム等の金属材料またはこれらを主成分と
する合金材料を用いることができる。また、リン等の不純物元素をドーピングした多結晶
シリコン膜に代表される半導体膜、ニッケルシリサイドなどのシリサイド膜を用いてもよ
い。ゲート電極１４０は、単層構造としてもよいし、積層構造としてもよい。
【０１１０】
また、ゲート電極１４０の材料は、酸化インジウム酸化スズ、酸化タングステンを含むイ
ンジウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むイン
ジウム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物、酸化インジウム酸化亜鉛、酸化ケ
イ素を添加したインジウム錫酸化物などの導電性材料を用いることもできる。また、上記
導電性材料と、前述した金属材料の積層構造とすることもできる。
【０１１１】
また、ゲート電極１４０として、窒素を含む金属酸化物、具体的には、窒素を含むＩｎ－
Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ膜や、窒素を含むＩｎ－Ｓｎ－Ｏ膜や、窒素を含むＩｎ－Ｇａ－Ｏ膜や、
窒素を含むＩｎ－Ｚｎ－Ｏ膜や、窒素を含むＳｎ－Ｏ膜や、窒素を含むＩｎ－Ｏ膜や、金
属窒化膜（ＩｎＮ、ＳｎＮなど）を用いることができる。これらの膜は５ｅＶ（電子ボル
ト）以上、好ましくは５．５ｅＶ以上の仕事関数を有し、ゲート電極として用いた場合、
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トランジスタのしきい値電圧をプラスにすることができ、所謂ノーマリオフのスイッチン
グ素子を実現できる。
【０１１２】
例えば、中間層に銅、上層または下層の一方に銅の拡散を防止する窒化タングステン、他
方に窒化タンタルを形成した三層構造の導電層をゲート電極１４０として用いることがで
きる。なお、上記電極構造では、銅を封じ込めるためにフォトリソグラフィ工程およびエ
ッチング工程が増加してしまうが、銅の拡散を抑制する効果は非常に高く、トランジスタ
の信頼性を高めることができる。
【０１１３】
また、ゲート電極１４０、およびそれらと同時に形成することのできる他の電極や配線は
、端部をテーパー形状にすることが好ましい。電極や配線の端部をテーパー形状とするこ
とで、それらの上部に形成される絶縁膜等の被覆性を向上させることができ、該被覆性の
不良にともなう電気特性の低下および信頼性の低下を抑えることができる。なお、電極や
配線の端部のテーパー角は４０°～８０°とすることがより好ましい。
【０１１４】
ゲート電極１４０形成後には熱処理を行ってもよい。例えば、ＧＲＴＡ装置により、６５
０℃、１分～５分間、熱処理を行えばよい。また、電気炉により、５００℃、３０分～１
時間、熱処理を行ってもよい。
【０１１５】
次に、ゲート電極１４０をマスクとして、酸素１０１を酸化物半導体層１２０に添加し、
チャネル形成領域１２０ａ、およびソース領域またはドレイン領域１２０ｂを形成する（
図４（Ｃ）参照）。例えば、イオン注入法、イオンドーピング法、プラズマイマージョン
イオンインプランテーション法、プラズマ処理法などによって、ゲート絶縁膜１３０を介
して酸化物半導体層１２０に酸素を供給することができる。この処理において、同時にゲ
ート絶縁膜１３０に酸素を供給してもよい。
【０１１６】
本実施の形態では、イオン注入法を用いて、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂとな
る領域に酸素１０１を注入する。例えば、酸化物半導体層１２０の膜厚が３０ｎｍ、ゲー
ト絶縁膜１３０の膜厚が２０ｎｍの場合、加速電圧を５～３０ｋＶとし、ドーズ量１×１
０１５／ｃｍ２～５×１０１６／ｃｍ２のＯ＋を注入すればよい。または、加速電圧を１
０～６０ｋＶとし、ドーズ量５×１０１４／ｃｍ２～２．５×１０１６／ｃｍ２のＯ２

＋

を注入すればよい。
【０１１７】
ここで、初期の酸化物半導体層１２０はＣＡＡＣ－ＯＳ膜であり、チャネル形成領域はそ
の形態を維持するが、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂとなる領域は、注入された
酸素原子によるダメージなどによって結晶成分を構成する原子の秩序性が崩れ、非晶質化
する。
【０１１８】
次に、酸化物半導体層１２０において、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂとなる領
域を低抵抗化するため、該領域に不純物を添加し、ソース領域またはドレイン領域１２０
ｂを形成する。該不純物の添加方法としては、イオン注入法、イオンドーピング法、プラ
ズマイマージョンイオンインプランテーション法などを用いることができる。
【０１１９】
酸化物半導体層１２０の導電率を高める不純物としては、例えば、リン（Ｐ）、砒素（Ａ
ｓ）、アンチモン（Ｓｂ）、ホウ素（Ｂ）、アルミニウム（Ａｌ）、窒素（Ｎ）、アルゴ
ン（Ａｒ）、ヘリウム（Ｈｅ）、ネオン（Ｎｅ）、インジウム（Ｉｎ）、フッ素（Ｆ）、
塩素（Ｃｌ）、チタン（Ｔｉ）、亜鉛（Ｚｎ）、および炭素（Ｃ）のいずれかから選択さ
れる一つ以上を用いることができる。
【０１２０】
該不純物の添加工程は、加速電圧、ドーズ量などの注入条件、また、通過させる膜の膜厚
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を適宜設定して制御すればよい。例えば、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂとなる
領域に添加される不純物としてリンを用いる場合、不純物が添加される領域の不純物濃度
を５×１０１８／ｃｍ３以上１×１０２２／ｃｍ３以下とすることが好ましい。
【０１２１】
なお、上記イオン注入工程において、ＣＯ＋またはＣＯ２

＋を注入することで、ソース領
域またはドレイン領域１２０ｂに酸素と炭素を同時に添加することができ、イオン注入工
程を１回とすることができる。また、ＣＯ２

＋ではＯ２
＋より質量が大きいため、注入プ

ロファイルのピーク位置をより浅くすることができ、薄膜への注入に適しているというこ
とができる。
【０１２２】
なお、不純物の添加は、基板を加熱しながら行ってもよい。また、酸化物半導体層１２０
への不純物添加処理は、複数回行ってもよく、不純物の種類も複数種用いてもよい。また
、不純物の添加は、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂとなる領域に酸素を添加する
前、保護膜１６０の形成後、または酸化物半導体層１２０の熱処理後に行ってもよい。
【０１２３】
次に、ゲート絶縁膜１３０およびゲート電極１４０上に保護膜１６０を形成することが好
ましい。保護膜１６０としては、例えば、酸化シリコン膜、酸化ガリウム膜、酸化アルミ
ニウム膜、窒化シリコン膜、酸化窒化シリコン膜、酸化窒化アルミニウム膜、または窒化
酸化シリコン膜などの絶縁膜を用いることができる。
【０１２４】
なお、保護膜１６０としては、酸化アルミニウム膜を用いることがより好ましい。酸化ア
ルミニウム膜は、水素、水分などの不純物、および酸素の両方に対して膜を透過させない
遮断効果（ブロック効果）が高い。
【０１２５】
なお、酸化アルミニウム膜は、酸化アルミニウム膜をスパッタ法などで直接成膜する、ま
たはアルミニウム（Ａｌ）膜をスパッタ法等で成膜後に、酸素プラズマ処理、酸素のイオ
ン注入、酸素のイオンドーピングなどを行うことによって形成することができる。
【０１２６】
また、保護膜１６０は、酸化シリコン膜、酸化ガリウム膜、窒化シリコン膜、酸化窒化シ
リコン膜、酸化窒化アルミニウム膜、または窒化酸化シリコン膜のいずれか一つ以上の絶
縁膜と、酸化アルミニウム膜との積層であってもよい。
【０１２７】
また、保護膜１６０に対して加酸素化処理を行ってもよい。例えば、イオン注入法、イオ
ンドーピング法、プラズマイマージョンイオンインプランテーション法、プラズマ処理法
などによって、保護膜１６０に酸素を供給することができる。
【０１２８】
次に、酸化物半導体層１２０の熱処理を行うことによりソース領域またはドレイン領域１
２０ｂに添加されている酸素の横方向への拡散を助長させ、先のゲート絶縁膜１３０の脱
水、脱水素化のための熱処理などによりチャネル形成領域１２０ａに形成された酸素欠損
を補填する。酸化物半導体層１２０の熱処理は、ゲート絶縁膜１３０の脱水、脱水素化の
ための熱処理と同様の方法を用いることができる。なお、この熱処理は、ソース領域また
はドレイン領域１２０ｂとなる領域に酸素を添加する工程以降のいずれの段階で行っても
よいが、保護膜１６０の形成後に行うことがより好ましい。保護膜１６０によって該保護
膜より外側に酸素が放出されることを防ぐことができ、ソース領域またはドレイン領域１
２０ｂに添加されている酸素を効率よくチャネル形成領域１２０ａに拡散させることがで
きる。
【０１２９】
なお、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂからチャネル形成領域１２０ａに拡散する
酸素は、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂに添加されている酸素の一部であり、ソ
ース領域またはドレイン領域１２０ｂに含まれる酸素がチャネル形成領域１２０ａよりも
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多い状態は保持される。したがって、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂは、常にチ
ャネル形成領域１２０ａに対する酸素供給源とすることができ、トランジスタの長期動作
や動作環境に起因して発生するチャネル形成領域１２０ａの酸素欠損なども補填すること
もできる。なお、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂに含まれる過剰の酸素は、常温
においてもチャネル形成領域１２０ａに拡散させることができる。
【０１３０】
次に、必要に応じて、保護膜１６０上に平坦化膜１７０を形成する。該平坦化膜としては
、保護膜１６０として用いることのできる絶縁膜の他、ポリイミド系樹脂、アクリル系樹
脂、ポリイミドアミド系樹脂、ベンゾシクロブテン系樹脂、ポリアミド系樹脂、エポキシ
系樹脂等の耐熱性を有する有機材料を用いることができる。また、上記有機材料の他に、
低誘電率材料（ｌｏｗ－ｋ材料）、シロキサン系樹脂、ＰＳＧ（リンガラス）、ＢＰＳＧ
（リンボロンガラス）等を用いることができる。なお、これらの材料で形成される絶縁膜
を複数積層させることで平坦化膜を形成してもよい。また、ＣＭＰ法等によって形成した
膜の表面を平坦化処理してもよい。
【０１３１】
例えば、平坦化膜１７０として、膜厚１５００ｎｍのアクリル樹脂膜を形成すればよい。
アクリル樹脂膜は塗布法による塗布後、焼成（例えば、窒素雰囲気下、２５０℃、１時間
）して形成することができる。
【０１３２】
次に、フォトリソグラフィ法およびエッチング法を用いて平坦化膜１７０、保護膜１６０
、およびゲート絶縁膜１３０にコンタクトホールを形成する。そして、該コンタクトホー
ルを充填する導電膜をスパッタ法などを用いて平坦化膜１７０上に形成し、フォトリソグ
ラフィ法およびエッチング法を用いてソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂを
形成する（図４（Ｄ）参照）。
【０１３３】
なお、上記導電膜としては、アルミニウム、クロム、銅、タンタル、チタン、モリブデン
、タングステン等から選ばれた元素、または上述した元素を成分とする合金、または上述
した元素を組み合わせた合金などを用いることができる。また、該導電膜は単層でも２層
以上の積層としてもよい。例えば、アルミニウムや銅などの金属膜の下側、または上側、
若しくはその両方にクロム、タンタル、チタン、モリブデン、タングステン等の高融点金
属膜やそれらの導電性窒化膜を積層する構成とすることもできる。また、マンガン、マグ
ネシウム、ジルコニウム、ベリリウム、ネオジム、スカンジウムのいずれか、またはこれ
らを複数組み合わせた材料を用いてもよい。
【０１３４】
以上により、図１（Ａ）、（Ｂ）に示したトランジスタ１９１を作製することができる。
【０１３５】
また、図２（Ａ）、（Ｂ）に示したトランジスタ１９２の作製方法は次の通りである。
【０１３６】
まず、基板１００上に形成した下地絶縁膜１１０上に酸化物半導体層１２０を形成する（
図５（Ａ）参照）。
【０１３７】
次に、該酸化物半導体層の一部と接するソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂ
を形成し、該酸化物半導体層および該ソース電極およびドレイン電極上にゲート絶縁膜１
３０を形成する（図５（Ｂ）参照）。
【０１３８】
次に、イオン注入法等によりゲート電極１４０、ソース電極１５０ａ、およびドレイン電
極１５０ｂをマスクとして、酸化物半導体層１２０に酸素および導電率を高める不純物を
添加し、チャネル形成領域１２０ａ、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂ、および領
域１２０ｃを形成する（図５（Ｃ）参照）。
【０１３９】
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次に、保護膜１６０形成後に熱処理を行い、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂから
チャネル形成領域１２０ａに酸素を拡散させる。
【０１４０】
そして、必要に応じて平坦化膜１７０を形成する（図５（Ｄ）参照）。
【０１４１】
以上により、図２（Ａ）、（Ｂ）に示したトランジスタ１９２を作製することができる。
なお、トランジスタ１９２はトランジスタ１９１と同様の材料を用いて形成することがで
き、その詳細はトランジスタ１９１の作製方法を参照することができる。
【０１４２】
また、図３（Ａ）、（Ｂ）に示したトランジスタ１９３の作製方法は次の通りである。
【０１４３】
まず、基板１００上に形成した下地絶縁膜１１０上にソース電極１５０ａおよびドレイン
電極１５０ｂを形成する。
【０１４４】
次に、ソース電極１５０ａおよびドレイン電極１５０ｂの一部と接するように酸化物半導
体層１２０を形成する（図６（Ａ）参照）。
【０１４５】
次に、ソース電極１５０ａ、ドレイン電極１５０ｂ、および酸化物半導体層１２０上にゲ
ート絶縁膜１３０を形成し、該ゲート絶縁膜上にゲート電極１４０を形成する（図６（Ｂ
）参照）。
【０１４６】
次に、イオン注入法等によりゲート電極１４０をマスクとして酸化物半導体層１２０に酸
素を添加し、チャネル形成領域１２０ａ、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂを形成
する（図６（Ｃ）参照）。なお、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂには、導電率を
高める不純物を添加してもよい。
【０１４７】
次に、保護膜１６０形成後に熱処理を行い、ソース領域またはドレイン領域１２０ｂから
チャネル形成領域１２０ａに酸素を拡散させる。
【０１４８】
そして、必要に応じて平坦化膜１７０を形成する（図６（Ｄ）参照）。
【０１４９】
以上により、図３（Ａ）、（Ｂ）に示したトランジスタ１９３を作製することができる。
なお、トランジスタ１９３はトランジスタ１９１と同様の材料を用いて形成することがで
き、その詳細はトランジスタ１９１の作製方法を参照することができる。
【０１５０】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【０１５１】
（実施の形態２）
本実施の形態では、本発明の一態様であるトランジスタを使用し、電力が供給されない状
況でも記憶内容の保持が可能で、かつ、書き込み回数にも制限が無い半導体装置（記憶装
置）の一例を、図面を用いて説明する。
【０１５２】
図７は、半導体装置の構成の一例である。図７（Ａ）に、半導体装置の断面図を、図７（
Ｂ）に半導体装置の回路図をそれぞれ示す。
【０１５３】
図７（Ａ）および図７（Ｂ）に示す半導体装置は、下部に第１の半導体材料を用いたトラ
ンジスタ３２００を有し、上部に第２の半導体材料を用いたトランジスタ３２０２および
容量素子３２０４を有している。なお、トランジスタ３２０２としては、実施の形態１の
図１に示すトランジスタを適用する例を示している。また、容量素子３２０４は、一方の
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電極をトランジスタ３２０２のゲート電極、他方の電極をトランジスタ３２０２のソース
電極またはドレイン電極、誘電体をトランジスタ３２０２の保護膜および平坦化膜と同じ
材料を用いる構造とすることで、トランジスタ３２０２と同時に形成することができる。
【０１５４】
ここで、第１の半導体材料と第２の半導体材料は異なる禁制帯幅を持つ材料とすることが
望ましい。例えば、第１の半導体材料を酸化物半導体以外の半導体材料（シリコンなど）
とし、第２の半導体材料を酸化物半導体とすることができる。酸化物半導体以外の材料を
用いたトランジスタは、高速動作が容易である。一方で、酸化物半導体を用いたトランジ
スタは、その特性により長時間の電荷保持を可能とする。
【０１５５】
なお、上記トランジスタは、いずれもｎチャネル型トランジスタであるものとして説明す
るが、ｐチャネル型トランジスタを用いることができるのはいうまでもない。また、情報
を保持するために酸化物半導体を用いた実施の形態１に示すようなトランジスタを用いる
他は、半導体装置に用いられる材料や半導体装置の構造など、半導体装置の具体的な構成
をここで示すものに限定する必要はない。
【０１５６】
図７（Ａ）におけるトランジスタ３２００は、半導体材料（例えば、結晶性シリコンなど
）を含む基板３０００に設けられたチャネル形成領域と、チャネル形成領域を挟むように
設けられた不純物領域と、不純物領域に接する金属間化合物領域と、チャネル形成領域上
に設けられたゲート絶縁膜と、ゲート絶縁膜上に設けられたゲート電極と、を有する。な
お、図において、明示的にはソース電極やドレイン電極を有しない場合があるが、便宜上
、このような状態を含めてトランジスタと呼ぶ場合がある。また、この場合、トランジス
タの接続関係を説明するために、ソース領域やドレイン領域を含めてソース電極やドレイ
ン電極と表現することがある。つまり、本明細書において、ソース電極との記載には、ソ
ース領域が含まれうる。
【０１５７】
基板３０００上にはトランジスタ３２００を囲むように素子分離絶縁層３１０６が設けら
れており、トランジスタ３２００を覆うように絶縁層３２２０が設けられている。なお、
素子分離絶縁層３１０６は、ＬＯＣＯＳ（Ｌｏｃａｌ　Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｉ
ｌｉｃｏｎ）や、ＳＴＩ（Ｓｈａｌｌｏｗ　Ｔｒｅｎｃｈ　Ｉｓｏｌａｔｉｏｎ）などの
素子分離技術を用いて形成することができる。
【０１５８】
例えば、結晶性シリコン基板を用いたトランジスタ３２００は、高速動作が可能である。
このため、当該トランジスタを読み出し用のトランジスタとして用いることで、情報の読
み出しを高速に行うことができる。トランジスタ３２０２および容量素子３２０４の形成
前の処理として、トランジスタ３２００を覆う絶縁層３２２０にＣＭＰ処理を施して、絶
縁層３２２０を平坦化すると同時にトランジスタ３２００のゲート電極の上面を露出させ
る。
【０１５９】
トランジスタ３２００のゲート電極上には、該ゲート電極と電気的に接続する接続配線３
２１０が設けられている。また、絶縁層３２２０上にはトランジスタ３２０２が設けられ
、そのソース電極またはドレイン電極の一方と接続配線３２１０は電気的に接続される。
また、接続配線３２１０は容量素子３２０４の一方の電極としても作用する。
【０１６０】
図７（Ａ）に示すトランジスタ３２０２は、酸化物半導体層にチャネルが形成されるトッ
プゲート型トランジスタである。トランジスタ３２０２は、オフ電流が小さいため、これ
を用いることにより長期にわたり記憶内容を保持することが可能である。つまり、リフレ
ッシュ動作を必要としない、或いは、リフレッシュ動作の頻度が極めて少ない半導体記憶
装置とすることが可能となるため、消費電力を十分に低減することができる。
【０１６１】
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図７（Ａ）に示すように、トランジスタ３２００と容量素子３２０４は重畳するように形
成することができるため、その占有面積を低減することができる。したがって、半導体装
置の集積度を高めることができる。
【０１６２】
次に、図７（Ａ）に対応する回路構成の一例を図７（Ｂ）に示す。
【０１６３】
図７（Ｂ）において、第１の配線（１ｓｔ　Ｌｉｎｅ）とトランジスタ３２００のソース
電極とは、電気的に接続され、第２の配線（２ｎｄ　Ｌｉｎｅ）とトランジスタ３２００
のドレイン電極とは、電気的に接続されている。また、第３の配線（３ｒｄ　Ｌｉｎｅ）
とトランジスタ３２０２のソース電極またはドレイン電極の一方とは、電気的に接続され
、第４の配線（４ｔｈ　Ｌｉｎｅ）と、トランジスタ３２０２のゲート電極とは、電気的
に接続されている。そして、トランジスタ３２００のゲート電極と、トランジスタ３２０
２のソース電極またはドレイン電極の他方は、容量素子３２０４の電極の一方と電気的に
接続され、第５の配線（５ｔｈ　Ｌｉｎｅ）と、容量素子３２０４の電極の他方は電気的
に接続されている。
【０１６４】
図７（Ｂ）に示す半導体装置では、トランジスタ３２００のゲート電極の電位が保持可能
という特徴を生かすことで、次のように、情報の書き込み、保持、読み出しが可能である
。
【０１６５】
情報の書き込みおよび保持について説明する。まず、第４の配線の電位を、トランジスタ
３２０２がオン状態となる電位にして、トランジスタ３２０２をオン状態とする。これに
より、第３の配線の電位が、トランジスタ３２００のゲート電極、および容量素子３２０
４に与えられる。すなわち、トランジスタ３２００のゲート電極には、所定の電荷が与え
られる（書き込み）。ここでは、異なる二つの電位レベルを与える電荷（以下Ｌｏｗレベ
ル電荷、Ｈｉｇｈレベル電荷という）のいずれかが与えられるものとする。その後、第４
の配線の電位を、トランジスタ３２０２がオフ状態となる電位にして、トランジスタ３２
０２をオフ状態とすることにより、トランジスタ３２００のゲート電極に与えられた電荷
が保持される（保持）。
【０１６６】
トランジスタ３２０２のオフ電流は極めて小さいため、トランジスタ３２００のゲート電
極の電荷は長時間にわたって保持される。
【０１６７】
次に情報の読み出しについて説明する。第１の配線に所定の電位（定電位）を与えた状態
で、第５の配線に適切な電位（読み出し電位）を与えると、トランジスタ３２００のゲー
ト電極に保持された電荷量に応じて、第２の配線は異なる電位をとる。一般に、トランジ
スタ３２００をｎチャネル型とすると、トランジスタ３２００のゲート電極にＨｉｇｈレ
ベル電荷が与えられている場合の見かけのしきい値電圧Ｖｔｈ＿Ｈは、トランジスタ３２
００のゲート電極にＬｏｗレベル電荷が与えられている場合の見かけのしきい値電圧Ｖｔ

ｈ＿Ｌより低くなるためである。ここで、見かけのしきい値電圧とは、トランジスタ３２
００を「オン状態」とするために必要な第５の配線の電位をいうものとする。したがって
、第５の配線の電位をＶｔｈ＿ＨとＶｔｈ＿Ｌの間の電位Ｖ０とすることにより、トラン
ジスタ３２００のゲート電極に与えられた電荷を判別できる。例えば、書き込みにおいて
、Ｈｉｇｈレベル電荷が与えられていた場合には、第５の配線の電位がＶ０（＞Ｖｔｈ＿

Ｈ）となれば、トランジスタ３２００は「オン状態」となる。Ｌｏｗレベル電荷が与えら
れていた場合には、第５の配線の電位がＶ０（＜Ｖｔｈ＿Ｌ）となっても、トランジスタ
３２００は「オフ状態」のままである。このため、第２の配線の電位を判別することで、
保持されている情報を読み出すことができる。
【０１６８】
なお、メモリセルをアレイ状に配置して用いる場合、所望のメモリセルの情報のみを読み
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出せることが必要になる。このように情報を読み出さないメモリセルにおいては、ゲート
電極の状態にかかわらずトランジスタ３２００が「オフ状態」となるような電位、つまり
、Ｖｔｈ＿Ｈより小さい電位を第５の配線に与えればよい。または、ゲート電極の状態に
かかわらずトランジスタ３２００が「オン状態」となるような電位、つまり、Ｖｔｈ＿Ｌ

より大きい電位を第５の配線に与えればよい。
【０１６９】
本実施の形態に示す半導体装置では、チャネル形成領域に酸化物半導体を用いたオフ電流
の極めて小さいトランジスタを適用することで、極めて長期にわたり記憶内容を保持する
ことが可能である。つまり、リフレッシュ動作が不要となるか、または、リフレッシュ動
作の頻度を極めて低くすることが可能となるため、消費電力を十分に低減することができ
る。また、電力の供給がない場合（ただし、電位は固定されていることが望ましい）であ
っても、長期にわたって記憶内容を保持することが可能である。
【０１７０】
また、本実施の形態に示す半導体装置では、情報の書き込みに高い電圧を必要とせず、素
子の劣化の問題もない。例えば、従来の不揮発性メモリのように、フローティングゲート
への電子の注入や、フローティングゲートからの電子の引き抜きを行う必要がないため、
ゲート絶縁膜の劣化といった問題が全く生じない。すなわち、開示する発明に係る半導体
装置では、従来の不揮発性メモリで問題となっている書き換え可能回数に制限はなく、信
頼性が飛躍的に向上する。さらに、トランジスタのオン状態、オフ状態によって、情報の
書き込みが行われるため、高速な動作も容易に実現しうる。
【０１７１】
以上のように、微細化および高集積化を実現し、かつ高い電気的特性を付与された半導体
装置、および該半導体装置の作製方法を提供することができる。
【０１７２】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【０１７３】
（実施の形態３）
本実施の形態では、実施の形態１に示すトランジスタを使用し、電力が供給されない状況
でも記憶内容の保持が可能で、かつ、書き込み回数にも制限が無い半導体装置について、
実施の形態２に示した構成と異なる半導体装置の説明を行う。
【０１７４】
図８（Ａ）は、半導体装置の回路構成の一例を示し、図８（Ｂ）は半導体装置の一例を示
す概念図である。なお、当該半導体装置に含まれるトランジスタ４１６２としては、実施
の形態１で説明したトランジスタを用いることができる。また、容量素子４２５４は、実
施の形態２で説明した容量素子３２０４と同様に、トランジスタ４１６２の作製工程にて
同時に作製することができる。
【０１７５】
図８（Ａ）に示す半導体装置において、ビット線ＢＬとトランジスタ４１６２のソース電
極とは電気的に接続され、ワード線ＷＬとトランジスタ４１６２のゲート電極とは電気的
に接続され、トランジスタ４１６２のドレイン電極と容量素子４２５４の第１の端子とは
電気的に接続されている。
【０１７６】
次に、図８（Ａ）に示す半導体装置（メモリセル４２５０）に、情報の書き込みおよび保
持を行う場合について説明する。
【０１７７】
まず、ワード線ＷＬの電位を、トランジスタ４１６２がオン状態となる電位として、トラ
ンジスタ４１６２をオン状態とする。これにより、ビット線ＢＬの電位が、容量素子４２
５４の第１の端子に与えられる（書き込み）。その後、ワード線ＷＬの電位を、トランジ
スタ４１６２がオフ状態となる電位として、トランジスタ４１６２をオフ状態とすること
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により、容量素子４２５４の第１の端子の電位が保持される（保持）。
【０１７８】
酸化物半導体を用いたトランジスタ４１６２は、オフ電流が極めて小さいという特徴を有
している。このため、トランジスタ４１６２をオフ状態とすることで、容量素子４２５４
の第１の端子の電位（あるいは、容量素子４２５４に蓄積された電荷）を極めて長時間に
わたって保持することが可能である。
【０１７９】
次に、情報の読み出しについて説明する。トランジスタ４１６２がオン状態となると、浮
遊状態であるビット線ＢＬと容量素子４２５４とが導通し、ビット線ＢＬと容量素子４２
５４の間で電荷が再分配される。その結果、ビット線ＢＬの電位が変化する。ビット線Ｂ
Ｌの電位の変化量は、容量素子４２５４の第１の端子の電位（あるいは容量素子４２５４
に蓄積された電荷）によって、異なる値をとる。
【０１８０】
例えば、容量素子４２５４の第１の端子の電位をＶ、容量素子４２５４の容量をＣ、ビッ
ト線ＢＬが有する容量成分（以下、ビット線容量とも呼ぶ）をＣＢ、電荷が再分配される
前のビット線ＢＬの電位をＶＢ０とすると、電荷が再分配された後のビット線ＢＬの電位
は、（ＣＢ×ＶＢ０＋Ｃ×Ｖ）／（ＣＢ＋Ｃ）となる。したがって、メモリセル４２５０
の状態として、容量素子４２５４の第１の端子の電位がＶ１とＶ０（Ｖ１＞Ｖ０）の２状
態をとるとすると、電位Ｖ１を保持している場合のビット線ＢＬの電位（＝（ＣＢ×ＶＢ
０＋Ｃ×Ｖ１）／（ＣＢ＋Ｃ））は、電位Ｖ０を保持している場合のビット線ＢＬの電位
（＝（ＣＢ×ＶＢ０＋Ｃ×Ｖ０）／（ＣＢ＋Ｃ））よりも高くなることがわかる。
【０１８１】
そして、ビット線ＢＬの電位を所定の電位と比較することで、情報を読み出すことができ
る。
【０１８２】
このように、図８（Ａ）に示す半導体装置は、トランジスタ４１６２のオフ電流が極めて
小さいという特徴から、容量素子４２５４に蓄積された電荷は長時間にわたって保持する
ことができる。つまり、リフレッシュ動作が不要となるか、または、リフレッシュ動作の
頻度を極めて低くすることが可能となるため、消費電力を十分に低減することができる。
また、電力の供給がない場合であっても、長期にわたって記憶内容を保持することが可能
である。
【０１８３】
次に、図８（Ｂ）に示す半導体装置について、説明を行う。
【０１８４】
図８（Ｂ）に示す半導体装置は、上部に記憶回路として図８（Ａ）に示したメモリセル４
２５０を複数有するメモリセルアレイ４２５１（メモリセルアレイ４２５１ａおよび４２
５１ｂ）を有し、下部に、メモリセルアレイ４２５１を動作させるために必要な周辺回路
４２５３を有する。なお、周辺回路４２５３は、メモリセルアレイ４２５１と電気的に接
続されている。
【０１８５】
図８（Ｂ）に示した構成とすることにより、周辺回路４２５３をメモリセルアレイ４２５
１の直下に設けることができるため半導体装置の小型化を図ることができる。
【０１８６】
周辺回路４２５３に設けられるトランジスタは、トランジスタ４１６２とは異なる半導体
材料を用いることが好ましい。例えば、シリコン、ゲルマニウム、シリコンゲルマニウム
、炭化シリコン、またはガリウムヒ素等を用いることができ、単結晶半導体を用いること
がより好ましい。他に、有機半導体材料などを用いてもよい。このような半導体材料を用
いたトランジスタは、十分な高速動作が可能である。したがって、該トランジスタにより
、高速動作が要求される各種回路（論理回路、駆動回路など）を好適に実現することが可
能である。
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【０１８７】
なお、図８（Ｂ）に示した半導体装置では、メモリセルアレイ４２５１がメモリセルアレ
イ４２５１ａとメモリセルアレイ４２５１ｂの積層である構成を例示したが、積層するメ
モリセルアレイの数はこれに限定されない。３つ以上のメモリセルアレイを積層する構成
としても良いし、単層であってもよい。
【０１８８】
トランジスタ４１６２は、酸化物半導体を用いて形成されている。酸化物半導体を用いた
トランジスタは、オフ電流が小さいため、長期にわたり記憶内容を保持することが可能で
ある。つまり、リフレッシュ動作の頻度を極めて低くすることが可能となるため、消費電
力を十分に低減することができる。
【０１８９】
また、酸化物半導体以外の材料を用いたトランジスタ（換言すると、十分な高速動作が可
能なトランジスタ）を用いた周辺回路と、酸化物半導体を用いたトランジスタ（より広義
には、十分にオフ電流が小さいトランジスタ）を用いた記憶回路とを一体に備えることで
、これまでにない特徴を有する半導体装置を実現することができる。また、周辺回路と記
憶回路を積層構造とすることにより、半導体装置の集積化を図ることができる。
【０１９０】
以上のように、微細化および高集積化を実現し、かつ高い電気的特性を付与された半導体
装置を提供することができる。
【０１９１】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【０１９２】
（実施の形態４）
本実施の形態では、上記実施の形態に開示したトランジスタを少なくとも一部に用いて構
成されるＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）について説明する
。
【０１９３】
図９（Ａ）は、ＣＰＵの具体的な構成を示すブロック図である。図９（Ａ）に示すＣＰＵ
は、基板１１９０上に、演算回路（ＡＬＵ：Ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ　ｌｏｇｉｃ　ｕｎｉ
ｔ）１１９１、ＡＬＵコントローラ１１９２、インストラクションデコーダ１１９３、イ
ンタラプトコントローラ１１９４、タイミングコントローラ１１９５、レジスタ１１９６
、レジスタコントローラ１１９７、バスインターフェイス（Ｂｕｓ　Ｉ／Ｆ）１１９８、
書き換え可能なＲＯＭ１１９９、およびＲＯＭインターフェイス（ＲＯＭ　Ｉ／Ｆ）１１
８９を有している。基板１１９０は、半導体基板、ＳＯＩ基板、ガラス基板などを用いる
。ＲＯＭ１１９９およびＲＯＭ　Ｉ／Ｆ１１８９は、別チップに設けてもよい。もちろん
、図９（Ａ）に示すＣＰＵは、その構成を簡略化して示した一例にすぎず、実際のＣＰＵ
はその用途によって多種多様な構成を有している。
【０１９４】
バスインターフェイス１１９８を介してＣＰＵに入力された命令は、インストラクション
デコーダ１１９３に入力され、デコードされた後、ＡＬＵコントローラ１１９２、インタ
ラプトコントローラ１１９４、レジスタコントローラ１１９７、タイミングコントローラ
１１９５に入力される。
【０１９５】
ＡＬＵコントローラ１１９２、インタラプトコントローラ１１９４、レジスタコントロー
ラ１１９７、タイミングコントローラ１１９５は、デコードされた命令に基づき、各種制
御を行なう。具体的にＡＬＵコントローラ１１９２は、ＡＬＵ１１９１の動作を制御する
ための信号を生成する。また、インタラプトコントローラ１１９４は、ＣＰＵのプログラ
ム実行中に、外部の入出力装置や、周辺回路からの割り込み要求を、その優先度やマスク
状態から判断し、処理する。レジスタコントローラ１１９７は、レジスタ１１９６のアド
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レスを生成し、ＣＰＵの状態に応じてレジスタ１１９６の読み出しや書き込みを行う。
【０１９６】
また、タイミングコントローラ１１９５は、ＡＬＵ１１９１、ＡＬＵコントローラ１１９
２、インストラクションデコーダ１１９３、インタラプトコントローラ１１９４、および
レジスタコントローラ１１９７の動作のタイミングを制御する信号を生成する。例えばタ
イミングコントローラ１１９５は、基準クロック信号ＣＬＫ１を元に、内部クロック信号
ＣＬＫ２を生成する内部クロック生成部を備えており、内部クロック信号ＣＬＫ２を上記
各種回路に供給する。
【０１９７】
図９（Ａ）に示すＣＰＵでは、レジスタ１１９６に、メモリセルが設けられている。レジ
スタ１１９６のメモリセルには、上記実施の形態に記載されているメモリセルを用いるこ
とができる。
【０１９８】
図９（Ａ）に示すＣＰＵにおいて、レジスタコントローラ１１９７は、ＡＬＵ１１９１か
らの指示に従い、レジスタ１１９６における保持動作の選択を行う。すなわち、レジスタ
１１９６が有するメモリセルにおいて、論理反転素子によるデータの保持を行うか、容量
素子によるデータの保持を行うかを、選択する。論理反転素子によるデータの保持が選択
されている場合、レジスタ１１９６内のメモリセルへの、電源電圧の供給が行われる。容
量素子におけるデータの保持が選択されている場合、容量素子へのデータの書き換えが行
われ、レジスタ１１９６内のメモリセルへの電源電圧の供給を停止することができる。
【０１９９】
電源停止に関しては、図９（Ｂ）または図９（Ｃ）に示すように、メモリセル群と、電源
電位ＶＤＤまたは電源電位ＶＳＳの与えられているノード間に、スイッチング素子を設け
ることにより行うことができる。以下に図９（Ｂ）および図９（Ｃ）の回路の説明を行う
。
【０２００】
図９（Ｂ）および図９（Ｃ）では、メモリセルへの電源電位の供給を制御するスイッチン
グ素子に、上記実施の形態に開示したトランジスタを含む記憶回路の構成の一例を示す。
【０２０１】
図９（Ｂ）に示す記憶装置は、スイッチング素子１１４１と、メモリセル１１４２を複数
有するメモリセル群１１４３とを有している。具体的には、各メモリセル１１４２には、
上記実施の形態に記載されているメモリセルを用いることができる。メモリセル群１１４
３が有する各メモリセル１１４２には、スイッチング素子１１４１を介して、ハイレベル
の電源電位ＶＤＤが供給されている。さらに、メモリセル群１１４３が有する各メモリセ
ル１１４２には、信号ＩＮの電位と、ローレベルの電源電位ＶＳＳの電位が与えられてい
る。
【０２０２】
図９（Ｂ）では、スイッチング素子１１４１として、上記実施の形態に開示したトランジ
スタを用いており、該トランジスタは、そのゲート電極に与えられる信号ＳｉｇＡにより
スイッチングが制御される。
【０２０３】
なお、図９（Ｂ）では、スイッチング素子１１４１がトランジスタを一つだけ有する構成
を示しているが、特に限定されず、トランジスタを複数有していてもよい。スイッチング
素子１１４１が、スイッチング素子として機能するトランジスタを複数有している場合、
上記複数のトランジスタは並列に接続されていてもよいし、直列に接続されていてもよい
し、直列と並列が組み合わされて接続されていてもよい。
【０２０４】
また、図９（Ｂ）では、スイッチング素子１１４１により、メモリセル群１１４３が有す
る各メモリセル１１４２への、ハイレベルの電源電位ＶＤＤの供給が制御されているが、
スイッチング素子１１４１により、ローレベルの電源電位ＶＳＳの供給が制御されていて
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もよい。
【０２０５】
また、図９（Ｃ）には、メモリセル群１１４３が有する各メモリセル１１４２に、スイッ
チング素子１１４１を介して、ローレベルの電源電位ＶＳＳが供給されている、記憶装置
の一例を示す。スイッチング素子１１４１により、メモリセル群１１４３が有する各メモ
リセル１１４２への、ローレベルの電源電位ＶＳＳの供給を制御することができる。
【０２０６】
上記実施の形態に記載されているメモリセルにおいては、電源電圧の供給を停止した場合
においてもデータを保持することが可能である。よって、メモリセル群１１４３を含むＣ
ＰＵ全体に対する電源電圧の供給が適宜停止される場合であっても、当該ＣＰＵの動作が
遅延することがない。具体的には、当該メモリセル群１１４３においては、電源電圧の供
給が停止される期間に渡って所望のデータが保持される。そして、当該ＣＰＵは、電源電
圧の供給が再開される際に当該保持されているデータを用いて即座に動作することが可能
である。また、このようにＣＰＵに対する電源電圧の供給を適宜停止することによって、
消費電力の低減を図ることが可能である。
【０２０７】
ここでは、ＣＰＵを例に挙げて説明したが、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐ
ｒｏｃｅｓｓｏｒ）、カスタムＬＳＩ、ＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌ
ｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）等のＬＳＩにも応用可能である。
【０２０８】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【０２０９】
（実施の形態５）
本明細書に開示する半導体装置は、さまざまな電子機器（遊技機も含む）に適用すること
ができる。電子機器としては、テレビ、モニタ等の表示装置、照明装置、デスクトップ型
或いはノート型のパーソナルコンピュータ、ワードプロセッサ、光ディスクなどの記録媒
体に静止画または動画を記録、または再生する装置、オーディオプレイヤー、ラジオ、ス
テレオ、電話機、トランシーバ、携帯無線機、携帯電話、ゲーム機、電卓、携帯情報端末
、電子手帳、電子書籍、電子翻訳機、音声入力機器、ビデオカメラ、デジタルスチルカメ
ラ、電気シェーバ、電子レンジ等の高周波加熱装置、電気炊飯器、電気洗濯機、電気掃除
機、エアーコンディショナーなどの空調設備、食器洗浄器、食器乾燥器、衣類乾燥器、布
団乾燥器、電気冷蔵庫、電気冷凍庫、電気冷凍冷蔵庫、ＤＮＡ保存用冷凍庫、煙感知器、
放射線測定器、透析装置等の医療機器、などが挙げられる。さらに、誘導灯、信号機、ベ
ルトコンベア、エレベータ、エスカレータ、産業用ロボット、電力貯蔵システム等の産業
機器も挙げられる。また、内燃機関や電力を用いる電動機により推進する移動体なども、
電子制御されるものは電子機器の範疇に含まれるものとする。上記移動体として、例えば
、電気自動車（ＥＶ）、内燃機関と電動機を併せ持ったハイブリッド車（ＨＥＶ）、プラ
グインハイブリッド車（ＰＨＥＶ）、これらのタイヤ車輪を無限軌道に変えた装軌車両、
電動アシスト自転車を含む原動機付自転車、自動二輪車、電動車椅子、ゴルフ用カート、
小型または大型船舶、潜水艦、ヘリコプター、航空機、ロケット、人工衛星、宇宙探査機
や惑星探査機、宇宙船が挙げられる。これらの電子機器の具体例の一部を図１０乃至図１
２に示す。
【０２１０】
図１０（Ａ）は、表示部を有するテーブルを示している。テーブル９０００は、筐体９０
０１に表示部９００３が組み込まれており、表示部９００３により映像を表示することが
可能である。なお、４本の脚部９００２により筐体９００１を支持した構成を示している
。また、電力供給のための電源コード９００５を筐体９００１に有している。
【０２１１】
実施の形態１に示すトランジスタは、表示部９００３に用いることが可能であり、電子機
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器に高い信頼性を付与することができる。
【０２１２】
表示部９００３は、タッチ入力機能を有しており、テーブル９０００の表示部９００３に
表示された表示ボタン９００４を指などで触れることで、画面操作や、情報を入力するこ
とができ、また他の家電製品との通信を可能とする、または制御を可能とすることで、画
面操作により他の家電製品をコントロールする制御装置としてもよい。例えば、イメージ
センサ機能を有する半導体装置を用いれば、表示部９００３にタッチ入力機能を持たせる
ことができる。
【０２１３】
また、筐体９００１に設けられたヒンジによって、表示部９００３の画面を床に対して垂
直に立てることもでき、テレビジョン装置としても利用できる。狭い部屋においては、大
きな画面のテレビジョン装置は設置すると自由な空間が狭くなってしまうが、テーブルに
表示部が内蔵されていれば、部屋の空間を有効に利用することができる。
【０２１４】
図１０（Ｂ）は、オーディオプレイヤーであり、本体５０２１には表示部５０２３と、耳
に装着するための固定部５０２２と、スピーカ、操作ボタン５０２４、外部メモリスロッ
ト５０２５等が設けられている。実施の形態１のトランジスタ、または実施の形態２に示
したメモリを本体５０２１に内蔵されているメモリやＣＰＵなどに適用することにより、
より省電力化されたオーディオプレイヤーとすることができる。
【０２１５】
さらに、図１０（Ｂ）に示すオーディオプレイヤーにアンテナやマイク機能や無線機能を
持たせ、携帯電話と連携させれば、乗用車などを運転しながらワイヤレスによるハンズフ
リーでの会話も可能である。
【０２１６】
図１０（Ｃ）はコンピュータであり、ＣＰＵを含む本体９２０１、筐体９２０２、表示部
９２０３、キーボード９２０４、外部接続ポート９２０５、ポインティングデバイス９２
０６等を含む。コンピュータは、その表示部９２０３に実施の形態１のトランジスタを用
いることができる。また、実施の形態４に示したＣＰＵを利用すれば、省電力化されたコ
ンピュータとすることが可能となる。
【０２１７】
図１１（Ａ）および図１１（Ｂ）は２つ折り可能なタブレット型端末である。図１１（Ａ
）は、開いた状態であり、タブレット型端末は、筐体９６３０、表示部９６３１ａ、表示
部９６３１ｂ、表示モード切り替えスイッチ９０３４、電源スイッチ９０３５、省電力モ
ード切り替えスイッチ９０３６、留め具９０３３、操作スイッチ９０３８、を有する。
【０２１８】
図１１（Ａ）および図１１（Ｂ）に示すような携帯機器においては、画像データの一時記
憶などにメモリが使用されている。例えば、実施の形態２、または実施の形態３に説明し
た半導体装置をメモリとして使用することができる。先の実施の形態で説明した半導体装
置をメモリに採用することによって、情報の書き込みおよび読み出しが高速で、長期間の
記憶保持が可能で、且つ消費電力が十分に低減することができる。
【０２１９】
また、表示部９６３１ａは、一部をタッチパネルの領域９６３２ａとすることができ、表
示された操作キー９６３８にふれることでデータ入力をすることができる。なお、表示部
９６３１ａにおいては、一例として半分の領域が表示のみの機能を有する構成、もう半分
の領域がタッチパネルの機能を有する構成を示しているが該構成に限定されない。表示部
９６３１ａの全ての領域がタッチパネルの機能を有する構成としても良い。例えば、表示
部９６３１ａの全面をキーボードボタン表示させてタッチパネルとし、表示部９６３１ｂ
を表示画面として用いることができる。
【０２２０】
また、表示部９６３１ｂにおいても表示部９６３１ａと同様に、表示部９６３１ｂの一部
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をタッチパネルの領域９６３２ｂとすることができる。また、タッチパネルのキーボード
表示切り替えボタン９６３９が表示されている位置に指やスタイラスなどでふれることで
表示部９６３１ｂにキーボードボタン表示することができる。
【０２２１】
また、タッチパネルの領域９６３２ａとタッチパネルの領域９６３２ｂに対して同時にタ
ッチ入力することもできる。
【０２２２】
また、表示モード切り替えスイッチ９０３４は、縦表示または横表示などの表示の向きの
切り替え、白黒表示やカラー表示の切り替えなどを選択できる。省電力モード切り替えス
イッチ９０３６は、タブレット型端末に内蔵している光センサで検出される使用時の外光
の光量に応じて表示の輝度を最適なものとすることができる。タブレット型端末は光セン
サだけでなく、ジャイロ、加速度センサ等の傾きを検出するセンサなどの他の検出装置を
内蔵させてもよい。
【０２２３】
また、図１１（Ａ）では表示部９６３１ｂと表示部９６３１ａの表示面積が同じ例を示し
ているが特に限定されず、一方のサイズともう一方のサイズが異なっていてもよく、表示
の品質も異なっていてもよい。例えば一方が他方よりも高精細な表示を行える表示パネル
としてもよい。
【０２２４】
図１１（Ｂ）は、閉じた状態であり、タブレット型端末は、筐体９６３０、太陽電池９６
３３、充放電制御回路９６３４、バッテリー９６３５、ＤＣＤＣコンバータ９６３６を有
する。なお、図１１（Ｂ）では充放電制御回路９６３４の一例としてバッテリー９６３５
、ＤＣＤＣコンバータ９６３６を有する構成について示している。
【０２２５】
なお、タブレット型端末は２つ折り可能なため、未使用時に筐体９６３０を閉じた状態に
することができる。したがって、表示部９６３１ａ、表示部９６３１ｂを保護できるため
、耐久性に優れ、長期使用の観点からも信頼性の優れたタブレット型端末を提供できる。
【０２２６】
また、この他にも図１１（Ａ）および図１１（Ｂ）に示したタブレット型端末は、様々な
情報（静止画、動画、テキスト画像など）を表示する機能、カレンダー、日付または時刻
などを表示部に表示する機能、表示部に表示した情報をタッチ入力操作または編集するタ
ッチ入力機能、様々なソフトウェア（プログラム）によって処理を制御する機能、等を有
することができる。
【０２２７】
タブレット型端末の表面に装着された太陽電池９６３３によって、電力をタッチパネル、
表示部、または映像信号処理部等に供給することができる。なお、太陽電池９６３３は、
筐体９６３０の片面又は両面に設けることができ、バッテリー９６３５の充電を効率的に
行う構成とすることができる。なおバッテリー９６３５としては、リチウムイオン電池を
用いると、小型化を図れる等の利点がある。
【０２２８】
また、図１１（Ｂ）に示す充放電制御回路９６３４の構成、および動作について図１１（
Ｃ）にブロック図を示し説明する。図１１（Ｃ）には、太陽電池９６３３、バッテリー９
６３５、ＤＣＤＣコンバータ９６３６、コンバータ９６３７、スイッチＳＷ１乃至ＳＷ３
、表示部９６３１について示しており、バッテリー９６３５、ＤＣＤＣコンバータ９６３
６、コンバータ９６３７、スイッチＳＷ１乃至ＳＷ３が、図１１（Ｂ）に示す充放電制御
回路９６３４に対応する箇所となる。
【０２２９】
まず外光により太陽電池９６３３により発電がされる場合の動作の例について説明する。
太陽電池で発電した電力は、バッテリー９６３５を充電するための電圧となるようＤＣＤ
Ｃコンバータ９６３６で昇圧または降圧がなされる。そして、表示部９６３１の動作に太
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陽電池９６３３からの電力が用いられる際にはスイッチＳＷ１をオンにし、コンバータ９
６３７で表示部９６３１に必要な電圧に昇圧または降圧をすることとなる。また、表示部
９６３１での表示を行わない際には、ＳＷ１をオフにし、ＳＷ２をオンにしてバッテリー
９６３５の充電を行う構成とすればよい。
【０２３０】
なお、太陽電池９６３３については、発電手段の一例として示したが、特に限定されず、
圧電素子（ピエゾ素子）や熱電変換素子（ペルティエ素子）などの他の発電手段によるバ
ッテリー９６３５の充電を行う構成であってもよい。例えば、無線（非接触）で電力を送
受信して充電する無接点電力伝送モジュールや、また他の充電手段を組み合わせて行う構
成としてもよい。
【０２３１】
図１２（Ａ）において、テレビジョン装置８０００は、筐体８００１に表示部８００２が
組み込まれており、表示部８００２により映像を表示し、スピーカ部８００３から音声を
出力することが可能である。実施の形態１に示すトランジスタを用いて表示部８００２に
用いることが可能である。
【０２３２】
表示部８００２は、液晶表示装置、有機ＥＬ素子などの発光素子を各画素に備えた発光装
置、電気泳動表示装置、ＤＭＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｍｉｃｒｏｍｉｒｒｏｒ　Ｄｅｖｉｃ
ｅ）、ＰＤＰ（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ）などの、半導体表示装置を
用いることができる。
【０２３３】
テレビジョン装置８０００は、受信機やモデムなどを備えていてもよい。テレビジョン装
置８０００は、受信機により一般のテレビ放送の受信を行うことができ、さらにモデムを
介して有線または無線による通信ネットワークに接続することにより、一方向（送信者か
ら受信者）または双方向（送信者と受信者間、あるいは受信者間同士など）の情報通信を
行うことも可能である。
【０２３４】
また、テレビジョン装置８０００は、情報通信を行うためのＣＰＵや、メモリを備えてい
てもよい。テレビジョン装置８０００は、実施の形態２乃至５のいずれかに示すメモリや
ＣＰＵを用いることが可能である。
【０２３５】
図１２（Ａ）において、室内機８２００および室外機８２０４を有するエアーコンディシ
ョナーは、実施の形態４のＣＰＵを用いた電子機器の一例である。具体的に、室内機８２
００は、筐体８２０１、送風口８２０２、ＣＰＵ８２０３等を有する。図１２（Ａ）にお
いて、ＣＰＵ８２０３が、室内機８２００に設けられている場合を例示しているが、ＣＰ
Ｕ８２０３は室外機８２０４に設けられていてもよい。或いは、室内機８２００と室外機
８２０４の両方に、ＣＰＵ８２０３が設けられていてもよい。実施の形態４に示したＣＰ
Ｕは、酸化物半導体を用いたＣＰＵであるため、耐熱性に優れており、信頼性の高いエア
ーコンディショナーを実現できる。
【０２３６】
図１２（Ａ）において、電気冷凍冷蔵庫８３００は、酸化物半導体を用いたＣＰＵを備え
る電子機器の一例である。具体的に、電気冷凍冷蔵庫８３００は、筐体８３０１、冷蔵室
用扉８３０２、冷凍室用扉８３０３、ＣＰＵ８３０４等を有する。図１２（Ａ）では、Ｃ
ＰＵ８３０４が、筐体８３０１の内部に設けられている。実施の形態４に示したＣＰＵを
電気冷凍冷蔵庫８３００のＣＰＵ８３０４に用いることによって省電力化が図れる。
【０２３７】
図１２（Ｂ）において、電子機器の一例である電気自動車の例を示す。図１２（Ｃ）は、
該電気自動車の内部に関する図である。電気自動車９７００には、二次電池９７０１が搭
載されている。二次電池９７０１の電力は、制御回路９７０２により出力が調整されて、
駆動装置９７０３に供給される。制御回路９７０２は、図示しないＲＯＭ、ＲＡＭ、ＣＰ
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Ｕ等を有する処理装置９７０４によって制御される。実施の形態２乃至５のいずれかに示
すメモリやＣＰＵを電気自動車９７００に用いることによって省電力化が図れる。
【０２３８】
駆動装置９７０３は、直流電動機若しくは交流電動機単体、または電動機と内燃機関と、
を組み合わせて構成される。処理装置９７０４は、電気自動車９７００の運転者の操作情
報（加速、減速、停止など）や走行時の情報（上り坂や下り坂等の情報、駆動輪にかかる
負荷情報など）の入力情報に基づき、制御回路９７０２に制御信号を出力する。制御回路
９７０２は、処理装置９７０４の制御信号により、二次電池９７０１から供給される電気
エネルギーを調整して駆動装置９７０３の出力を制御する。交流電動機を搭載している場
合は、図示していないが、直流を交流に変換するインバータも内蔵される。
【０２３９】
なお、上記に例示した電子機器は、太陽電池、圧電素子、熱電変換素子、および／または
無接点電力伝送モジュールなどの電力供給手段により、直接電力が供給される構成を有し
ていてもよい。また、蓄電装置を介して電力が供給される構成を有していてもよい。
【０２４０】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【０２４１】
＜参考例１＞
本明細書で開示されるトランジスタの構造は、チャネル形成領域がＣＡＡＣ－ＯＳ膜で形
成されるトランジスタの構造として有用である。以下、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜では、横方向に
酸素が拡散しやすい点について詳述する。
【０２４２】
ここでは、酸化物半導体膜の一例として、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物（以下、ＩＧＺＯと
呼ぶ。）膜における、過剰酸素（化学量論比を越えて存在している酸素原子）および酸素
欠損の動きやすさについて、科学技術計算結果を参照して説明する。
【０２４３】
なお、計算は、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２となるＩＧＺＯのＩｎ－Ｏ面に
過剰酸素または酸素欠損が一つ存在するモデルを構造最適化によって作成（図１３（Ａ）
乃至（Ｃ）および図１５（Ａ）乃至（Ｃ）を参照）し、ＮＥＢ（Ｎｕｄｇｅｄ　Ｅｌａｓ
ｔｉｃ　Ｂａｎｄ）法を用いて最小エネルギー経路に沿った中間構造に対するエネルギー
をそれぞれ算出した。
【０２４４】
計算は、密度汎関数理論（ＤＦＴ）に基づく計算プログラムソフト「ＯｐｅｎＭＸ」を用
いて行った。パラメータについて以下に説明する。
【０２４５】
基底関数には、擬原子局在基底関数を用いた。この基底関数は、分極基底系ＳＴＯ（Ｓｌ
ａｔｅｒ　Ｔｙｐｅ　Ｏｒｂｉｔａｌ）に分類される。
【０２４６】
汎関数には、ＧＧＡ／ＰＢＥ（Ｇｅｎｅｒａｌｉｚｅｄ－Ｇｒａｄｉｅｎｔ－Ａｐｐｒｏ
ｘｉｍａｔｉｏｎ／Ｐｅｒｄｅｗ－Ｂｕｒｋｅ－Ｅｒｎｚｅｒｈｏｆ）を用いた。
【０２４７】
カットオフエネルギーは２００Ｒｙとした。
【０２４８】
サンプリングｋ点は、５×５×３とした。
【０２４９】
過剰酸素の動きやすさについての計算では、計算モデル内に存在する原子の数を８５個と
し、酸素欠損の動きやすさについての計算では、計算モデル内に存在する原子の数を８３
個とした。
【０２５０】
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過剰酸素または酸素欠損の動きやすさは、過剰酸素または酸素欠損が各々のサイトへ移動
する際に越えることを要するエネルギーバリアの高さＥｂを計算することにより評価する
。すなわち、移動に際して越えるエネルギーバリアの高さＥｂが高ければ移動しにくく、
エネルギーバリアの高さＥｂが低ければ移動しやすい。
【０２５１】
まず、過剰酸素の移動について説明する。過剰酸素の移動の計算に用いたモデルを図１３
に示す。なお、モデルの縦方向が結晶軸のｃ軸である。計算は、以下の２つの遷移形態に
ついて行った。計算結果は、図１４に示す。図１４では、横軸を（過剰酸素の移動の）経
路長とし、縦軸を図１３（Ａ）のモデルＡの状態のエネルギーに対する（移動に要する）
エネルギーとしている。
【０２５２】
過剰酸素の移動について、上記２つの遷移形態のうち、第１の遷移は、モデルＡからモデ
ルＢへの遷移である。第２の遷移は、モデルＡからモデルＣへの遷移である。
【０２５３】
なお、図１３（Ａ）乃至（Ｃ）中の”１”と表記されている酸素原子をモデルＡの第１の
酸素原子と呼ぶ。図１３（Ａ）乃至（Ｃ）中の”２”と表記されている酸素原子をモデル
Ａの第２の酸素原子と呼ぶ。図１３（Ａ）乃至（Ｃ）中の”３”と表記されている酸素原
子をモデルＡの第３の酸素原子と呼ぶ。
【０２５４】
図１４から明らかなように、第１の遷移のエネルギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅｂｍ

ａｘ）は、０．５３ｅＶであり、第２の遷移のエネルギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅ
ｂｍａｘ）は、２．３８ｅＶである。そのため、第１の遷移では第２の遷移よりもエネル
ギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅｂｍａｘ）が低い。そのため、第１の遷移に要するエ
ネルギーは第２の遷移に要するエネルギーよりも小さく、第１の遷移のほうが第２の遷移
よりも起こりやすいといえる。
【０２５５】
すなわち、モデルＡの第１の酸素原子の移動は、モデルＡの第３の酸素原子を押し出す方
向よりも、モデルＡの第２の酸素原子を押し出す方向に移動しやすいといえる。したがっ
て、酸素原子はインジウム原子の層を横断して移動するよりもインジウム原子の層に沿っ
て移動しやすいといえる。
【０２５６】
次に、酸素欠損の移動について説明する。酸素欠損の移動の計算に用いたモデルを図１５
に示す。計算は、以下の２つの遷移形態について行った。計算結果は、図１６に示す。図
１６では、横軸を（酸素欠損の移動の）経路長とし、縦軸を図１５（Ａ）のモデルＡの状
態のエネルギーに対する（移動に要する）エネルギーとしている。
【０２５７】
酸素欠損の移動について、上記２つの遷移形態のうち、第１の遷移は、モデルＡからモデ
ルＢへの遷移である。第２の遷移は、モデルＡからモデルＣへの遷移である。
【０２５８】
なお、図１５（Ａ）乃至（Ｃ）中の点線で描画している丸は、酸素欠損を表している。
【０２５９】
図１６から明らかなように、第１の遷移のエネルギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅｂｍ

ａｘ）は、１．８１ｅＶであり、第２の遷移のエネルギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅ
ｂｍａｘ）は、４．１０ｅＶである。そのため、第１の遷移では第２の遷移よりもエネル
ギーバリアの高さＥｂの最大値（Ｅｂｍａｘ）が低い。そのため、第１の遷移に要するエ
ネルギーは第２の遷移に要するエネルギーよりも小さく、第１の遷移のほうが第２の遷移
よりも起こりやすいといえる。
【０２６０】
すなわち、モデルＡの酸素欠損はモデルＣの酸素欠損の位置よりも、モデルＢの酸素欠損
の位置のほうが移動しやすいといえる。したがって、酸素欠損もインジウム原子の層を横
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断して移動するよりもインジウム原子の層に沿って移動しやすいといえる。
【０２６１】
次に、前述した４つの遷移形態の起こりやすさを別の側面から比較するために、これらの
遷移の温度依存性について説明する。前述した４つの遷移形態は、（１）過剰酸素の第１
の遷移（２）過剰酸素の第２の遷移（３）酸素欠損の第１の遷移（４）酸素欠損の第２の
遷移の４つである。
【０２６２】
これらの遷移の温度依存性は、単位時間あたりの移動頻度により比較する。ここで、ある
温度Ｔ（Ｋ）における移動頻度Ｚ（／秒）は、化学的に安定な位置における酸素原子の振
動数Ｚｏ（／秒）を用いると、以下の式（１）で表される。
【０２６３】
【数１】

【０２６４】
なお、式（１）において、Ｅｂｍａｘは各遷移におけるエネルギーバリアの高さＥｂの最
大値であり、ｋはボルツマン定数である。また、Ｚｏ＝１．０×１０１３（／秒）を計算
に用いる。
【０２６５】
過剰酸素または酸素欠損が１秒間あたりに１度だけエネルギーバリアの高さＥｂの最大値
（Ｅｂｍａｘ）を越えて移動する場合（Ｚ＝１（／秒）の場合）、Ｔについて式（１）を
解くと以下の通りである。
（１）過剰酸素の第１の遷移　Ｚ＝１においてＴ＝２０６Ｋ（－６７℃）
（２）過剰酸素の第２の遷移　Ｚ＝１においてＴ＝９２３Ｋ（６５０℃）
（３）酸素欠損の第１の遷移　Ｚ＝１においてＴ＝７０１Ｋ（４２８℃）
（４）酸素欠損の第２の遷移　Ｚ＝１においてＴ＝１５９０Ｋ（１３１７℃）
【０２６６】
一方、Ｔ＝３００Ｋ（２７℃）の場合のＺは、以下の通りである。
（１）過剰酸素の第１の遷移　Ｔ＝３００ＫにおいてＺ＝１．２×１０４（／秒）
（２）過剰酸素の第２の遷移　Ｔ＝３００ＫにおいてＺ＝１．０×１０－２７（／秒）
（３）酸素欠損の第１の遷移　Ｔ＝３００ＫにおいてＺ＝４．３×１０－１８（／秒）
（４）酸素欠損の第２の遷移　Ｔ＝３００ＫにおいてＺ＝１．４×１０－５６（／秒）
【０２６７】
また、Ｔ＝７２３Ｋ（４５０℃）の場合のＺは、以下の通りである。
（１）過剰酸素の第１の遷移　Ｔ＝７２３ＫにおいてＺ＝２．０×１０９（／秒）
（２）過剰酸素の第２の遷移　Ｔ＝７２３ＫにおいてＺ＝２．５×１０－４（／秒）
（３）酸素欠損の第１の遷移　Ｔ＝７２３ＫにおいてＺ＝２．５（／秒）
（４）酸素欠損の第２の遷移　Ｔ＝７２３ＫにおいてＺ＝２．５×１０－１６（／秒）
【０２６８】
上記計算結果に鑑みると、過剰酸素は、Ｔ＝３００ＫにおいてもＴ＝７２３Ｋにおいても
、インジウム原子の層を横断して移動するよりもインジウム原子の層に沿って移動しやす
いといえる。また、酸素欠損も、Ｔ＝３００ＫにおいてもＴ＝７２３Ｋにおいても、イン
ジウム原子の層を横断して移動するよりもインジウム原子の層に沿って移動しやすいとい
える。
【０２６９】
また、Ｔ＝３００Ｋにおいて、インジウム原子の層に沿った過剰酸素の移動は非常に起こ
りやすいが、他の遷移形態は起こりにくい。Ｔ＝７２３Ｋにおいては、インジウム原子の
層に沿う過剰酸素の移動のみならず、インジウム原子の層に沿う酸素欠損の移動も起こり
やすいが、過剰酸素についても酸素欠損についてもインジウム原子の層を横断する移動は
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困難である。
【０２７０】
したがって、例えばＣＡＡＣ－ＯＳ膜のように、インジウム原子の層が当該膜の被形成面
または表面に平行な面上に存在する場合には、過剰酸素および酸素欠損のいずれも当該膜
の被形成面または表面に沿って移動しやすいといえる。
【０２７１】
以上説明したように、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜では当該膜の被形成面または表面に沿って過剰酸
素は移動しやすい。したがって、トランジスタのチャネル形成領域がＣＡＡＣ－ＯＳ膜で
ある場合、チャネル形成領域に対して縦方向（下地絶縁膜およびゲート絶縁膜）からより
も、横方向（ソース領域およびドレイン領域）からの方が酸素が拡散しやすいといえる。
【０２７２】
なお、上述した説明では過剰酸素または酸素欠損がインジウム原子の層を横断する場合に
ついて説明したが、酸化物半導体膜に含まれるインジウム以外の金属についても同様であ
る。
【符号の説明】
【０２７３】
１００　　基板
１０１　　酸素
１１０　　下地絶縁膜
１２０　　酸化物半導体層
１２０ａ　　チャネル形成領域
１２０ｂ　　ソース領域またはドレイン領域
１２０ｃ　　領域
１３０　　ゲート絶縁膜
１４０　　ゲート電極
１５０ａ　　ソース電極
１５０ｂ　　ドレイン電極
１６０　　保護膜
１７０　　平坦化膜
１９１　　トランジスタ
１９２　　トランジスタ
１９３　　トランジスタ
１１４１　　スイッチング素子
１１４２　　メモリセル
１１４３　　メモリセル群
１１８９　　ＲＯＭインターフェイス
１１９０　　基板
１１９１　　ＡＬＵ
１１９２　　ＡＬＵコントローラ
１１９３　　インストラクションデコーダ
１１９４　　インタラプトコントローラ
１１９５　　タイミングコントローラ
１１９６　　レジスタ
１１９７　　レジスタコントローラ
１１９８　　バスインターフェイス
１１９９　　ＲＯＭ
３０００　　基板
３１０６　　素子分離絶縁層
３２００　　トランジスタ
３２０２　　トランジスタ
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３２０４　　容量素子
３２１０　　接続配線
３２２０　　絶縁層
４１６２　　トランジスタ
４２５０　　メモリセル
４２５１　　メモリセルアレイ
４２５１ａ　　メモリセルアレイ
４２５１ｂ　　メモリセルアレイ
４２５３　　周辺回路
４２５４　　容量素子
５０２１　　本体
５０２２　　固定部
５０２３　　表示部
５０２４　　操作ボタン
５０２５　　外部メモリスロット
８０００　　テレビジョン装置
８００１　　筐体
８００２　　表示部
８００３　　スピーカ部
８２００　　室内機
８２０１　　筐体
８２０２　　送風口
８２０３　　ＣＰＵ
８２０４　　室外機
８３００　　電気冷凍冷蔵庫
８３０１　　筐体
８３０２　　冷蔵室用扉
８３０３　　冷凍室用扉
８３０４　　ＣＰＵ
９０００　　テーブル
９００１　　筐体
９００２　　脚部
９００３　　表示部
９００４　　表示ボタン
９００５　　電源コード
９０３３　　留め具
９０３４　　スイッチ
９０３５　　電源スイッチ
９０３６　　スイッチ
９０３８　　操作スイッチ
９２０１　　本体
９２０２　　筐体
９２０３　　表示部
９２０４　　キーボード
９２０５　　外部接続ポート
９２０６　　ポインティングデバイス
９６３０　　筐体
９６３１　　表示部
９６３１ａ　　表示部
９６３１ｂ　　表示部
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９６３２ａ　　領域
９６３２ｂ　　領域
９６３３　　太陽電池
９６３４　　充放電制御回路
９６３５　　バッテリー
９６３６　　ＤＣＤＣコンバータ
９６３７　　コンバータ
９６３８　　操作キー
９６３９　　ボタン
９７００　　電気自動車
９７０１　　二次電池
９７０２　　制御回路
９７０３　　駆動装置
９７０４　　処理装置

【図１】 【図２】
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